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19世紀後半から20世紀初頭の国際法における「海賊行為」概念

一反乱団体と海賊一

菅野直之

SUMMARY 

Intemational law states that only the flag state of a vessel has jurisdiction ov巴『 it on th巴 high seas. However, 

piracy in intemational law is an exception to this rule. He1e, all states have jurisdiction over a V巴ssel engaging in 

piracy. 

It is impo11ant to study the definition of piracy. A11icle 10 I of the United Nations Convention on the Law 

of the Sea (UNCLOS) defines piracy in international law as acts “committed for private ends ,'’ but the meaning of 

the concept of “pri vate ends ” is controversial. My aim is to study this concept. Scholars nowadays maintain that 

合om th巴 late ninete巴nth cen川町 to the early twentieth century, th巴 concept of “pr ivate ends" was used to exclude 

acts of insurgent vess巴l s that were recognized as not belligerent. In Oid巴l to und巴rstand th巴 definition of piracy and 

the meaning of “pri vate ends” m that time, I will conduct research on the arguments made about this concept 
Many authors of int巴rnational law in those days maintained that, if insurgent vess巴ls opeiating m civil 

wars were engaged in bellige r巴nt acts to ensure th巴 success of insu1 rections, their acts would be regarded as acts 

committed to achieve “ political ends ,' ’ which must not be regarded as piracy, and not to ac hi巴V巴“pri vate ends 

Acts committ巴d for “private ends ” were d巴pr巴dation and violence urn elated to b巴lli ge 1 ent acts dllling civil wars. 

Furth巴r , th巴y mainta in巴d that so long as the insurgent vessels assaulted vessels of the sam巴 flag s tat巴 as

itself, their acts could not be con s id巴red acts of pi1 acy. This statement was based on the argument that piracy must 

be indiscriminate, regard l 巴ss of the nationality of the victim vess巴l Thus, assaulting vessels of only one state was 

not consider巴d an act of pi.racy. 

Consequently， 企om the late nineteenth to the early 1:\ν巴ntieth centu1y, many writers of international law 

considered piracy to b巴 acts that were committed to fulfill “pri va te ends" and were indiscriminat巴 . Therefore, 

when considering the de白nition of piracy, we should take into consideration these views 
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1. 序論

1-1. 問題の所在

日毎日成」とは何か。国際法上、公海上を航行す

る船舶に対しては、 旗国主義の原則から、その旗

国が排他的管轄権を有するが、海賊は、古くから

認められてきた旗国主義の例外であり、普遍的管

轄権の対象と して、 すべての国家が海賊を取り締

まることができるとされている。 こ のような例外

が認められる理由について、例えば、ローチュス

号事件において、ムーアは次のように論じた。 日

く、国際法上の海賊行為は、管轄権の観点から

見て、 「独自の制度 （sui generis） 」 であり、 「国際

法に反する犯罪」 である。 海賊の活動は公海上

で行われるが、公海 tには国家の警察権が及ば

ず、海賊は旗国の保護を拒絶された 「法外の存在

(outlaw）」 として、 また、すべての国家が、すべ

ての国家の利益のために、彼らを傘捕し、処罰

することができる「人類共通の敵 （hostis humani 

generis ） 」 として抜われる l。 他に、山本草二は、

海賊行為が国家の排他的管轄権に属する領域の外

で行われていること、また、 「海上交通の一般的

安全」 を侵害する「人類共通の敵」 であるという

特徴が、海賊に対する普遍的管轄権の基礎をなし

ていると論じる ＼

それでは、海賊行為とは、いかなる行為であ

るのか。公海条約 15 条、 およびその規定を引き

継いだ海洋法条約 101 条におい て、 「海賊行為

(piracy）」とは、 （ 1 ） 私有の船舶または航空機の

乗組員または乗客が、 （2）私的目的のために、 （3 )

公海上又は無主地において、 （4）一方の船舶から

他方の船舶に対して行う違法な暴力 ・ 略奪 ・抑留

行為であると規定されている。 このような行為に

従事する者が、 海賊（pirate）として、 普遍的管

轄権の対象となるのである。

しかし、海賊行為の定義は、古くから争われて

いるところである 3。現代でも、 それは変わらな

い。 海洋法条約における海賊行為の定義は、 公海

条約の規定を引き継いでいるが、この定義に対し

ては、現代の海上での暴力行為を規制するには不

十分であるという批判がなされていたしヘアキ

レ ・ ラウロ号事件をきっかけとして、海賊行為の

「新しい定義」が論じられたこと もある 5。歴史的

に、 新しいタイプの海上犯罪を規制しようとする

際には、海賊行為がその原型 ・ 指標に用いられた

とされるがヘ現在でも、海上犯罪の規制を論じ

る際に、海賊行為が言及されているのであり、海

上犯罪の規制に関して、 その古典的な類型である

海賊行為を論じることの重要性は薄れていない。

しかし、海上犯罪の規制において、 海JI武行為の

概念が重要な意味を持つとしても、そのことは、

多様な海上犯罪を、 一様に海賊行為として扱うべ

きである、ということを意味するわけではない。

海賊行為という概念が、あ らゆる海上犯罪を包含

するほど融通無碍な概念であるのかは疑問である

し、 旗国主義の重要性に鑑みて、 その例外が認め

られる範囲は制限されるべきではないのかという

疑問も生じる。それゆえ、 海賊行為の概念につい

ては、その範囲が明確に定まっていることが必要

であると考えられる。 このような観点から、本稿

は、海賊行為の定義について考察を行うが、とり

わけ、海洋法条約の諸要件の中で、その内容につ

いて明確な定義が示されておらず、その意味につ

いて争いがある 「私的目的J 要件に焦点を当てる。

「私的目的 （private ends）」 とは、 し、かなる要件

であるのか。 この問題に取り組む上で最初にすべ

きことは、現在、この要件がどのように理解され

ているかを明らかにすることである。 それゆえ、

以下では、海賊行為を定義した公海条約 15 条と

海洋法条約 101 条の解釈に際して、現在の学説が

「私的目的」をどのよう に解釈しているかを概観

し、この要件の解釈がどのような点で争われてい

るのかを整理する。

1 2. 学説状況

( 1 ） 行為者意図説

「私的目的」 という言葉を素直に受け取れば、

行為者が主観的に何らかの政治的主張を掲げてい



19世紀後半から 20 世紀初頭の国際法における 「海賊行為」 概念 - S L ー

る場合、その行為の目的は「政治的目的」 であり、

「私的目的」 ではないという哩解が可能である。

こ の ような立場は、 「私的目的」 を、行為者の主

観的意図として理解していることから、 「行為者

意図説」 と呼ぶことができょう 。「国際法におけ

る海賊行為の本質は、それが私的目的のために行

われなければならないということである。 換言す

れば、政治的な理由のために行われたハイジャッ

クや乗っ取りは、自動的に海賊行為の定義から排

除される 」 ？とするショ ーの議論が、それである。

他にも、こうした観点から、 宗教的、民族的な目

的で行われた行為は海賊行為ではないと論じる学

説が見られる ＼

問題は、このような解釈の妥当性であるが、こ

の説に対しては、いくつかの疑問が生じる。 第 l

に、行為者の主張が政治的であるかを、とのよう

な基準で判断するのか、不明である。 第2 に、政

治的主張とは、どのような主張でも良いのか、あ

るいは、特定の内容を持つ主強に｜浪られるのか、

という点も明確ではなし、。 第 3 に、政治的主張を

掲げた行為と海賊行為を区別すべき理由も示され

ていなし、。 このような疑問が生じる理由は、 行為

者意図説において、この要件が必要とされる根拠

が十分に論じられていないという点に由来すると

思われる。一般的に言って、要件の解釈に際して

は、その解釈の般拠を示す必要がある。 海賊行為

という制度の趣旨を論じた上でなければ、 L 、かな

る行為を 「私的目的」 の範囲に含めるべきかを判

断することはできないはずである。 にもかかわら

ず、行為者意図説では、ほとんどの場合、 条約の

文言がそのように読める、という以外に、解釈の

根拠が示されていない。

もっとも、制度趣旨に言及する議論も皆無では

な L 、。 例えば、 「海上通商と海上交通に対する国

家の関心と、通商の問題には関わらない、政治的

な動機による行為に、他の国家が管轄権を及ぼす

ことへの臨時いを示している」 という理解に基づ

き、政治的行為が海賊行為と区別されるという議

論がある 9。 そうした論者によれば、海賊行為と

は、海上通商 ・ 海上交通の安全を侵害する行為の

みを意味するのであって、 「政治的目的」 で行わ

れる行為は、海上での強盗などとは異なり、海上

通商に対する侵害を目的としていないから、普遍

的管轄権の対象とすべきではないとされる l°o

しかし、 この議論にも問題はある。 すなわち、

政治的主張を掲げる行為は海上通商の安全を侵害

しないという議論が、あらゆる場合に妥当する保

証はな L 、。 また、行為者の主観的意図と、その行

為が海上通商に及ぼす影響との聞に、どのような

関係があるのかについても、ここでは論じられて

いない。 したが って、このような解釈も、制度趣

旨を反映した要件の解釈としては不十分である。

以上を要するに、行為者意図説には、 説得的な

解釈の根拠が提示されていないという弱点があ

り、解釈として疑問が残ると言えよう 。

( 2 ） 行為性質説

学説では、行為者意図説とは異なる解釈も、有

力に主張されている。 その際、解釈の根拠として

論じられるのが、 「私的目的」 が、歴史的にどの

ような文脈で論じられていたか、という点であ

る。 以下では、 「私的目的」 の歴史的な意義、 お

よび、そこから導かれる解釈について、現在示さ

れている議論を概観する。

以下で述べるように、 「私的目的」 は、交戦団

体として承認されていない反乱団体 （以下「未承

認反乱団体」 または単に 「反乱団体」） の行為が

海賊行為に該当するかという局面において、特に

問題となった。 このような問題が生じる理由は、

未承認反乱団体が、国家や交戦団体とは異なり、

国際法の主体ではない、という点に由来する。

すなわち、 軍艦や政府船舶など、国家から権

限を与えられた船舶が、国際法で認められた手

段によって他の船舶に強制措置を実施する行為

は、国際法 t、合法な行為であり、海賊行為では

ない。また、これらの船舶によって違法行為が行

われた場合は、その旗国の国家責任が生じるので

あって、 その船舶が海賊と見なされるわけではな
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い日。 また、内戦が発生した場合、国家に対して

反乱を起こした勢力は、そのままでは国際法の主

体ではないが、内戦の当事固または第三国が、交

戦活動に関連する範囲で、反乱団体に国際法上の

権利義務を認める「交戦団体承認」という制度が

存在する。 この交戦団体承認によ っ て、反乱団体

は国際法上の権利義務主体として認められる の

でヘ交戦団体から権限を与えられた者の交戦活

動も、国際法上は合法であり、やはり海賊行為で

はない。

こ のように、国際法上の権利義務主体から権限

を与えられた者による行為は、海賊行為ではな い

とされる。 これに対して反乱団体は、 交戦団体と

して承認されなければ、国際法の主体ではないの

で、国際法上、その構成員には、何らの権限も与

えられていないことになる。 それゆえ、権限の有

無によって海賊行為であるか否かが判断されるな

らば、 未承認反乱団体の構成員が公海上で行う暴

力行為は、 海賊行為と評価されるはずである。 に

もかかわらず、 多くの論者は、 未承認反乱団体の

行為が、 一定の条件を満たした場合、 その行為

は 「政治的目的」 または 「公的目的」 で行われて

おり 、 「私的目的」 で行われる海賊行為とは異な

ると論じ、 また、 1 9 世紀の議論にも言及しつつ、

歴史的にも、 未承認反乱団体の行為と海賊行為の

区別が問題となる場面で 「私的目的」 要件が論じ

られてきたことを指摘する 1\

このように、「私的目的」 要件には、 未承認反

乱団体の行為と海賊行為の区別に関わってきたと

いう歴史があり、現代の学説でも、こ のような歴

史的背景を踏まえた 「私的目的」 の解釈が示され

ている。 ここで問題となるのは、 反乱団体の行為

と海！被行為を区別する基準、両者を区別する理

由、および、これらと 「私的目的」 との関係であ

る 。 そこで最初に、この両者の区別に関する代表

的な学説である、オコンネルと山本の議論を見

る 。 オコンネルによれば、反乱団体の行為の正当

性を決定するのは、 その行為の性質である。 すな

わち、反乱団体の行為が、 交戦活動に通常付随す

るような行為である限り、その行為を海賊行為と

して扱うべきではな L 、。 なぜなら、そうした行為

には「海賊行為の故意 （mens rea of piracy）」 が欠

如しているからである I＼ オコンネルは、公海条

約の 「私的目的」 と いう文言が、こ の点を明確化

したも のである と説く “。 つまりオコンネルは、

反乱団体の行為と海賊行為を区別する基準は行為

の性質であると考えてお り、こ の区別の根拠を、

反乱団体の行為に 「海賊行為の故意」 が欠如して

いるという点に求めている。 しかし、 「f削減行為

の故意」とは何か、また、反乱団体と海l肢の関係

を lMffiれて、どのような行為が、海賊行為の性質を

持っかといった点について、オコ ンネルの見解は

明らかではない。

次に、山本の議論を見る。 山本は 「私的目的J

について、 「この要件は、利益の追求に限らず、

憎悪とか復讐のためといった、犯人の個人的ま

たは主観的な動機」 を意味すると論じるが、そ

の 「本旨」 は、国家や交戦団体なとから 「権限を

与えられた者」の行為、および、 「純粋に政治的

な動機により行われた行為」 を海賊行為と区別す

ることにあった と指摘する 1 6。 山本は、反乱団体

の行為が海賊行為に該当するか否かは、 交戦活動

に通常付随する行為か、それと もその範囲を超え

た l略奪行為であるか、 といった行為の性質によっ

て決定されたと論じており 17、 「純粋に政治的な

動機により行われた行為」とは、反乱団体が行う

「交戦活動に通常付随する行為」 を意味すると考

えられる。

このように山本は、国家や交戦団体の行為、 お

よび未承認反乱団体の一定の行為が「私的目的」

の行為ではないと論じた。 ここで山本は、行為の

性質が基準であることを示しているものの、その

区別の根拠については、特に論じていな L 、。 それ

ゆえ、オコ ンネルと同様、その他の行為が 「私的

目的」 に照 らしてどのように評価されるのかにつ

いて、明確な判断基準が示されたとは言えず、依

然として疑問は残る。

以上のように、 有力な学説では、「私的目的」 が、
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反乱団体の行為の性質を基準として判断されると

論じられており、こうした学説を「行為性質説」

と称することができょう 。 しかし、両者を区別す

る理由が不明確であることから、反乱団体と海賊

の関係という特定の局面を離れて、 いかなる行為

が 「私的目的j の行為であるかについて、明確な

判断基準が示されているわけではない。 これに対

して、以下で見る学説は、 反乱団体の行為が海賊

行為と区別される理由を検討することで、 「私的

目的」 を判断する一般的な基準を示すことを試み

ている。 しかし、そうした立場においても、複数

の見f\l~が示されている。

第 l に、 「私的目的J の行為とは、 匡｜家などか

ら 「公的J 権限を与えられないで行われた行為を

意味する、という議論がある。 ギルフオイルによ

れば、 当事国の政府船舶を攻撃している限り、反

乱団体の船舶は、交戦団体承認の有無にかかわら

ず、 海賊ではないとされる。 その理由は、 （ J ） 内

戦において、政府船舶は「合法的な攻撃目標」 で

あり、それを攻撃している反乱団体は、 「限定的

な形式の公的権限 （limited form of public power） 」

を行使している、 （2） 反乱団体は、 将来的に合法

な政府になる可能性があるという点で、 海JI皮とは

異なる、と いう 2点である。 こ の 2つの理由から、

ギルフオイルは、反乱団体が 「限定的な公的権限

または地位」 を有すると論じる 180

つまりギルフオイルによれば、 （ J ） 国際法の主

体となる可能性がある反乱団体の船舶による、 （2 )

合法的な攻撃目標への攻撃、という性質を持つ行

為は、未承認反乱団体の行為であっても、 公的な

行為である。 ここでギルフオ イ ルは、 「合法的な

攻撃目標」 を攻撃 しているか否かという 、船舶の

行為の性質を基準として、 反乱団体と海賊の関係

を論じている。 このような条例二を満たす行為と海

賊行為を区別する塑由は、このような反乱団体の

行為が 「公的な行為」、 すなわち、 国際法の主体

から与えられた権限に基づく行為であり、国際法

上も合法な行為である と考えられているからであ

る。 もっ と も 、 一般的に、未承認反乱団体の行為

は、国際法上の根拠を持たない行為であると理解

されているので、ギルフオイルの議論が、 一般的

な理解とは異なる点には留意すべきである。 この

ような議論の根拠であるが、ギルフオイルは、反

乱団体が将来的に国際法の主体となる可能性があ

ることを理由に、 一定の範囲で、 未承認反乱団体

にも法的地位を認める こ とができると理解してい

ると考えられる。 この説明の妥当性はともかく、

このよう な理解に基づき、ギルフオイ ルは、権限

に基つく行為と そうでない行為を区別す る こと

が「私的目的」の意義であり、権限を与えられて

いない者による行為が 「私的目的」の行為である

と論じる。 それゆえ、 主観的に何らかの政治的主

張を掲げた行為も、 当局によって許可 （sanction)

されていなければ、 「私的目的」 の行為であると

される 九 また、同様の主張 として、 「公的な、

または国家が有する目的のためではなく 、 公的な

人物によって行われない行為」 が 「私的」 行為で

ある 、 といった説明 もなされている 200

第2 の立場として、 森阻章夫の議論がある。 l

一 l で見たように、海！岐に対して普遍的管轄権が

認められるのは、海j肢が 「海上交通の一般的安全」

を侵害するからである、という議論がある。 この

ような議論を踏まえて、森田は、 「真正の海賊抑

止の法的趣旨」 は、 「海仁交通 （往来） の一般的

安全」 の侵害を防止することにある と論じる。 森

田によれば、このよ うな海賊取締の趣旨目的に照

ら して、 「真正の j削減」 と は異なる 「純粋に政治

的目的」 の行為者を削除する 目的で 「私的目的」

が論じられたとされる。 このような理解に基づ

き、森田は、 「行為の性質」 において 「反乱に必

然的に付随する行為」 であるかどうかが、 「私的

目的」 の判断基準であると述べる。 具体的には、

「反乱団体が戦争法に従って中立船舶の捕獲をお

こなう場合」 は 「私的目的J ではなく 、 海JI氏行為

ではないが、「権限」 を「／＼＼＼＼：用 」 し、 「海上交通（往

来〕の一般的安全」 を侵害する態様で第三国船舶

に被害を与える場合には、 「私的目 的」 で行われ

た行為であり 、 海賊行為に該当すると論じる 2 1 0
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森田は、 反乱団体の行為が 「私的目的」 ではな

いとされる理由は、 こうした行為が「海上交通の

一般的安全」 を脅かすものではないからであると

も述べておりへ森田の議論とは、 行為の性質か

ら判断したときに、 海上交通の安全を侵害する行

為が 「私的目的」 の行為であることを述べたもの

と埋解できょう 。

以上のように、 「私的目的」 の歴史的背景を踏

まえて、行為の性質が 「私的目的」 の判断基準で

あると論じる学説は、行為者意図説とは対照的

に、解釈の根拠を提示することに成功している。

しかし、 行為性質説においても、 「私的目的」に

ついて複数の解釈が示されており、 「私的目的」

の意味が明確にされたとは言えな L 、。 その原因

は、解釈の重要な指針である、反乱団体の行為と

御賊行為を区別する理由について、 議論が一致 し

ていないことに求められる。 この区別の根拠を、

機｜恨の有無に求める立場！ と、 「海上交通の一般的

安全」 に対する侵害の有無に求める立場の聞で、

「私的目的」 に関して、 異なる解釈が示されてい

るのである。

1-3. 本稿の分析方法と構成

以上で、 「私的目的」 に閲する、公海条約以降

の学説を概観した。 行為者意図説には、 その解

釈の根拠が脆弱であるという問題がある。 他方

で、反乱団体と海賊の区別に関わるという 「私的

目的」 の歴史的背景を手がかりに、 こ の要件を解

釈する行為性質説も有力であるが、行為性質説の

内部においても、「私的目的」 の解釈については、

争いがある。 現在の国際法学における 「私的 目的」

をめぐる議論状況は、このように整理することが

できょう 。

本稿の目的は、 こ のような現状を踏まえて、「私

的目的」 要件の意味を明らかにすることである

が、 その方法が問題となる。 ここまでの検討から、

行為者意図説については、議論を裏付ける根拠が

不卜分であることが示された。 これに対して、 行

為性質説は、 反乱団体と海JI戒を区別するという 、

要件の歴史的背景を根拠に 「私的目的」 を解釈し

ており、行為者意図説の難点を免れている。 ま

た、行為性質説に立脚する論者は、 反乱団体の行

為の性質を基準として「私的目的」 を判断すると

いう点で一致している。 確かに、 行為性質説の内

部では、反乱団体と海賊を区別する理由に関して

争いがあり、その結果、 「私的目的」 の解釈も一

致していないという問題がある。 しかし、 歴史的

背景を参照すること自体が誤りである、というわ

けではな L 、 むしろ、 この点について正確に理解

することができれば、より説得的な恨拠に基づい

て 「私的目的」を解釈する こ とが可能になると考

えられる。

以上の理由から、本稿も、反乱団体と海賊を区

別する基準と、 両者を区別する理由を明らかにす

ることを目的として、反乱団体と海賊の関係につ

いて考察する。 検討の素材は、この問題が本格的

に議論され、 「私的目的」 の概念が用いられ始め

た、 ［ 9世紀後半から 20世紀初頭の学説 ・ 実行 ・

判例である。 この時期の議論を考察する理由は、

反乱団体と海賊の関係に関する初期の議論を考察

することで、「私的目的」 の本来の意味を解明し、

それを踏まえて、現在の議論を整理することも可

能になると考えるからである。 また、 この時期に

海l肢を論じた学説や実行は、 その大多数がこの問

題に関わっており 、 議論が量的に充実していると

いう点でも、 素材として優れていると思われる。

最後に、 本稿の構成を示す。 第2節jでは、 1 9世

紀後半から 20世紀初頭の学説において、反乱団

体と海l械を区別する基準と、 その理由がどのよう

に論じられたかを分析する。 第 3節では、反乱団

体と海l伎の関係に関する当時の判例と国家実行を

分析する。 これらの考察を通じて、 反乱団体と海

賊の関係を解明し、現在の 「私的目的」 解釈の手

がかりを得ることが、本稿の目的である。
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2. 反乱団体と海賊

2-1. 海賊論の基礎

本館iでは、 1 9世紀後半から 20世紀初頭の国際

法学説において、反乱団体と海賊の関係がどのよ

うに論じられたのかについて考察するが、最初

に、 当時の議論を扱う上で必要と思われる、 2つ

の前提を確認する。

第 l に、 19世ー紀の H寺点で、海賊行為に対する普

遍的管轄権が認められていたのかを確認しなけれ

ばならなし、。当時の国際法学では、公海上の船舶

に閲する旗国主義が妥当する中で、戦争法で定め

られた捕獲 ・ 封鎖によらず、平時において他国の

船舶を臨検 ・ 捜索できるかが問題となった。一般

に、軍艇が外国船舶にこのような措置を実施する

ことに対しては強い反発があったがヘ 海賊行為

に関しては、 「すべての国家が海賊行為を処罰す

ることができる 」 と L 寸結論に反対する学説は見

られず、 当時においても、海蹴行為に対する普遍

的管轄権は、 一般的に認められていたと考えられ

る。

第 2 に、 「匡｜｜療法ヒの海賊行為J と 「国内法上

の海賊行為」 の区別に注意が必要である。 国内法

で 「海賊行為」を規定する場合、その定義は法を

制定する国家に委ねられている。 しかし、ある行

為が、 いずれかの聞の国内法で「海賊行為」 とさ

れたからとい って、その行為が普遍的管轄権の対

象になるわけではなし、。普遍的管轄権の対象とな

るのは、国際法によって定義される「国際法上の

海賊行為」 のみである 九 なお、本稿で「海賦」「海

賊行為」 と書 くときは、特に区別しない限り、国

際法上の海Jl氏、 国際法上の海賊行為を意味する。

2-2. 海賊行為と南北戦争

（ ！）以上を踏まえて、 反乱団体と海賊の関係に

ついての考察を開始する。 1 9 世紀後半から 20世

紀初頭の国際法において、この問題は、反乱団体

によって私掠船に与えられた委任状の効力の問題

として論じられることが多かった。 ト ゥイスの定

義によれば、 私綜船とは、 「私人によって装備さ

れ、敵国の国民の船舶と財産を牟捕し、捕獲する

ことを交戦国によって委任された指揮官に率いら

れて航海する、武装した船舶J である 九 フィリ

モアによれば、 「戦時において、私掠免状や国家

の委任状を受け取り、その委任状の範囲内で航行

する軍艦は、国際法上の海賊であると考えられで

はならなしづ九 つまり、私人による海上での暴

力 ・ 略奪行為は海賊行為と見なされうるが、国家

から権限が与えられていれば、その行為は、私掠

船による合法な私掠行為であって、海賊行為では

ないとされたのである。

私掠船に対する委任状は、多くの場合、主権国

家によって与えられるが、時には、内戦を戦う反

乱団体によって与えられることもあった。 しか

し、 反乱団体の委任状が、常に国家の委任状と同

じ効果を持つわけではなし、。 基本的に、こ の問題

は 「交戦団体承認」 によって処理される。 ホール

が、この制度に閲して代表的な議論を残してい

る。 日く、内戦が発生したとき、国家が反乱団体

を 「交戦団体」 として承認すると、その内戦に関

する限り 、 この反乱団体は、国際法によって認め

られた交戦権を行使することを認められ、交戦団

体と第三国との間では、中立法が適用される 2\

この時、 交戦団体の委任状は、国家の委任状と同

じ効力を持ち、それに基ついて行動する私掠船

も、海賊とは区別される。 また、交戦団体と第三

国との聞で中立法が適用されることにより、交戦

団体が第三国船舶に対し、臨検 ・ 捜索など、中立

法で認められたf昔置を実施することも合法とされ

る 。

これに対して、未承認反乱団体が発する委任状

は、 国際法上の権利義務主体ではない団体によっ

て発せられたものであるから、 法的には無効であ

る 。 委任状が無効であれば、 私掠船は自らの行為

の合法性を主張できない。 そうすると、無効な委

任状を恨拠に活動している反乱団体の私掠船は、

違法行為を行う海賊として扱われるはずである。

しかし、 当 u寺の学説の聞で、こ のような結論は、
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ほとんと支持されておらず、 一定の条件を満たし

た場合、反乱団体の私掠船は海賊ではないと論じ

る立場が優勢であった。

それでは、法的には無権限で活動する反乱団体

の船舶は、いかなる条件を満たした場合に、 j毎日氏

と区別されたのか、また、そのような条件が論じ

られた理由はどこにあったのか。 以下、検討を行

つ 。

(2） 反乱団体と海j伎の関係は、 南北戦争をきっ

かけに論じられるようになった と される。 海軍を

持たない南部が、私椋船を駆使して北部に対抗し

たことから、この私掠船を海賊として扱うべきか

が問題となったのである。 1 860年代から 70年代

にかけての学説は、 南北戦争での実行に触れ、反

乱団体によって指揮されている私掠船は海賊では

ないと論じる。 例えばフィリモアは、南北戦争に

おいてイギリスが南部の交戦権を承認したこと

で、 イギ リ スは南部の私掠船を合法的な交戦主体

と認めなければならなくなったと論じる 2＼ また

ト ゥイスも、南北戦争での米国の園内判例を引

用し、南部の私掠船は海賊ではないと論じてい

る 290 

しかし、 フィリモアは、交戦椛が承認されて

いない場合については論じていないし、 トゥ

イスも、正統政府が反乱を鎮圧する際に戦争

法に従って行動する ことを、 第三国に 「通知

(notification） 」 30 する こと があると論じて、その

一例として南北戦争の判例に言及するのみであ

り、 「未承認反乱団体」 の地位については触れて

L 、 t,H 、 ]I0 

( 3 ） 以上のように、 南北戦争を契機として、 反

乱団体と海！肢の関係が論じ られるようになっ た。

1 860年代から 70年代の学説では、少なくとも、

交戦団体不認を受けた反乱団体のために活動する

私綜船は海賊と区別されると考えられていたが、

他方で、未承認反乱団体の扱いについては、何 ら

かの理由によ って、 未だ議論される段階になかっ

たと考えられる 九 この問題に関する詳細な議論

が登場するのは、 1 880年代以降のことである。

2-3. 海賊行為の本質： 「私的目的」 と 「無

差別性」

18 80年代以降、 学説の大多数では、交戦団体

承認があれば、 反乱団体の船舶が海賊として扱わ

れないことは自明とされ、議論の主題は、 未承認

反乱団体と海賊の関係へと移行した。

現代の研究によれば、 当時の学説の多数派は、

反乱団体の船舶が当事国の船舶を襲っている限

り、その船舶は海賊ではないが、 第三国船舶に

危害を加えれば海賊であると論じていたとされ

る 330 実際、そのような議論は数多い。 仔lj えばノ、一

シェ イは、 「反乱団体の船舶は、中立通商に対す

る｜略奪を行わない ｜浪り、海賊として扱われるべき

ではなし、」 と論じる。 それゆえ、内戦の当事国が、

圏内法によって、 反乱団体を海賊として扱うこと

はありうるが、その場合でも、反乱団体が国際法

上の海賊になるわけではないとされる 九 オッペ

ンハイムも、内戦において、 軍艦が未承認反乱団

体に参加した場合、 「正統政府はその船舶を海賊

として扱うだろう 。 しかし第三国は、 これらの船

舶がこれらの第三国の船舶に対して暴力行為を働

かない限り 、 彼らを海ll:tx として扱うべきではな

L 、 」 35 と論じる。 他にも多くの学説が、 第三国船

舶に危害を加えない限り、反乱団体は国際法上の

海賊として扱われないと主張する 360

このように、 多数説では、 法的にはいかなる権

限も持たない未承認反乱団体の船舶を、海賊と区

別していたのであるが、その際、 当該船舶の行為

の対象が、内戦の当事国の船舶に特定されている

か、と い う点が、 重要な基準と考え られていた。

それでは、 なぜ、このような条件が論じられたの

であろうか。 また、 この条件は 「私的目的」 とど

のような関係にあるのか。 以下では、その手がか

りとなる学説を検討する。 検討対象は、 ホ ー ル、

フォ ー シ ーユなとである。 他方で、同時代には、

少数説として、第三国船舶に対する侵害行為を海

賊行為として扱わない学説も存在 しており、その

ような学説で用い られていた基準についても考察
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する。

2-3-1. 多数説の検討

( 1 ） ここでは、 「私的目的」 要件を最初に提示

したとされる、ホールの議論を分析する。 ホール

によれば、 「 L、ずれかの国家に行為の責任を負わ

せることが不可能、 文は不公正であるような条件

下で行われているJ ことが、 i削減行為の本質的な

特徴である。 なぜならば、 「暴力行為が国家の権

限で行われる場合、その国家が責任を負い、管轄

権を行使する。 委任状を与えられた軍艇が違法行

為を行えば、その国家に救済を求めることができ

る」のに対して、 海II戒に対しては、「L、かなる国

家も管理する権利を持たず、その行為に対する責

任も負っていな L 、 j 37。 ホールは、海賊行為によ

る被害については、いかなる国家も責任を負わ

ず、国家から救済を得ることができないことを指

摘し、そのことが、海賊行為の重要な特徴である

と理解したのである。

こ の点を踏まえて、ホールは、 「海JI政行為の決

定的な指標は、国家やそれと同等の当局からの独

立」 であり、政治的に組織された社会から権限を

与えられていない個人によって行われる暴力行為

が、海賊行為であると述べる。 ここで司注意すべき

は、ホールにおいて、権限を与える存在は、主権

国家に限られないという点である。 l三！ く 、国家と

して主権を承認されていなくても、「実際に独立

している社会」が存在すれば、その社会から権限

を与えられて行動する船舶は、海賊ではなし、。 こ

の 「実際に独立している社会」 には、交戦権を認

められた反乱団体だけでなく、 「未だ交戦団体と

して承認されていない、政治的に組織さ れた団

体」、 すなわち未承認反乱団体も含まれる 九

以上のように、 ホールは、政治組織から権限を

与えられた行為は、海賊行為には該当しないと論

じる 。 しかし、ここで問題が生じ る 。 国家や交戦

団体から権限を与えられた船舶の行為が、国際法

上の権限に基づく行為であるのに対し、 私的な団

体である未承認反乱団体の「権限J とは、 事実上

の「権限」 に過ぎず、このような 「権限」 に基づ

く行為を、国際法上、合法な行為と認めることは

できない 39。 にもかかわらず、なぜ、未承認反乱

団体から与えられた、事実上の 「権限」 に基づく

行為が、 海ft良行為ではないとされるのか。 この間

いに対して、ホールは 2つの議論を示し、自らの

立場を説明している。

第 l の議論が、 「私的目的」 である。 「権限を持

つ当局の不在が海賊の指標であるが、 その本質は

公的（publi c） 目的と対比される、私的 （pri vate)

目 的の追求である」 40 というホールの記述におい

て、初めて「私的目的」 という 言葉が用い られた

とされる。 問題は、この 「私的目的」 の意味であ

る。ホールは、海l肢が「国家の管轄権の及ばない

場所で、彼の個人的な欲望や、個人的な復讐心を

満たすために強盗や殺人を行う 」 のに対し、 「公

的目的によ っ て行動する人は、ある程度は問機に

行動するが、彼の倫理的態度 （mora l atti11 1 d e ） は

異なり、その行為そのものは、明確な限度の内側

にととま っている 」 と論じるがぺこれだけでは

まだ、 「私的目的」 及び 「公的目的」 の意味は明

らかでない。

こ の謎を解く鍵は、こ の一連の記述の、直前の

部分にある。 ホールは、反乱団体が法的に不認さ

れるためには、 交戦活動を行うしか手段がなく 、

その交戦活動を海賊行為として扱うことは 「絞首

刑にされるかもしれない行為によ って自分の主張

を正当化することを要求すること」 であり、そ

れは「不条理 （absurd） 」 42 であると論じる。 関連

して、 ホ ールは交戦団体示認を論じた簡所にお

いて、 「人道 （humanity） 」 の観点から、反乱団体

の構成員を交戦主体（belli gerents） として扱うこ

とを要請 してお り、第三国が反乱団体の箪縦の

乗組員を海賊として処罰する こと は 「非人道的

(inhuman）」 であると主張する九 要するに、ホー

ルは、内戦を戦っている反乱団体に対しては、内

戦という実態に即した 「合理的」 で 「人道的」 な

扱いが必要であると考えていた。 こ の観点からす

ると、反乱団体の行為を海賊行為として扱 う こと
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は、 反乱団体が自らの権利を認めさせる JI佐一の手

段を「絞首刑にされるかも知れない行為」 として

扱うことを意味しており、反乱団体に対する不当

な抜いとして評価されることになる。

以 ｜二の議論を総合すると、ホールが言う「公的

目的」 とは、 「反乱を支援する目的」 を意味して

L 、る 。 すなわち、反乱団体のために活動する船舶

が交戦活動に従事 しているとき、その行為は、 反

乱を支度するという 「公的目的」 で行われたと評

価される。 「公的目 的」 の行為と海賊行為を区別

する理由であるが、ホールの議論を踏まえると 、

第 l の埋 l却は、 「公的目的」の行為は、「倫理的態

度」において、 交戦活動という「明確な限度の内

側にとどまっている」ことから、 「個人的な欲望

や復讐心を満たす」 ための海賊行為とは異なって

いるというものであり、第2の理由は、 こうした

行為を海賊行為として扱うことは 「不条理」 であ

るというものである。 以上のような理由により、

ホールは、反乱団体が法的には交戦権を承認され

ていない場合でも、反乱団体の船舶による交戦活

動は、海賊行為と区別されなければならないと主

張したのである。

他方でホールは、反乱団体の船舶が、 交戦活動

の名目で、 反乱と無関係な略奪 ・ 暴力行為をおこ

なった場合について、 「彼らが政治的活動の枠を

逸脱した瞬間、国家は彼らを海賊として扱うこと

ができる」 と論じるへ その理由は、第 l に、 「政

治的目的」 を逸脱し、反乱と無関係に行われた

「私的目的」 の行為は、「倫理的態度」 の観点から、

海賊行為と同様であるからであり、第2 に、 反乱

と無関係な行為を 「人道」 の観点から保護する必

要はないので、そうした行為を海賊行為として扱

うことが「不条理」であるとは言えなし、からであ

る。

つまり、ホールにおいて、 「私的目的」 による

行為とは、個人的な欲望や復讐のために行われ

る、私的な l略奪 ・ 暴力行為を意味しており、内戦

に際して、交戦活動と無関係に行われる行為が、

それに該当した。 敷f汗すれば、 「私的目的」 とは、

行為者の個人的な欲望や復讐心を満たすという

「目的」 である。 反乱を支援するために行われる

交戦活動は、このような目的を持たないと評価さ

れるが、反乱と無関係な行為は、 「私的目 的」 で

行われたと評何Ii され、海賊行為として扱われる。

つまり 、 行為者の目的は、その行為の性質を基準

として判断される。 ホールは、このような意味に

おける「目的」 が、 海賊行為の本質であると論じ

たのである。

第2の議論では、反乱団体の行為が誰に向けら

れているかが問題となる。 ホールによれば、反乱

団体の行為が「完全に政治的であ り、他の国家の

人や財産への｜略奪や攻撃を注意深く回避して、特

定の国家のみに向けられていることがある。 その

よう な場合、 その行為は攻撃された国家にとって

は海賊行為であるが、 他の国家にとっては、実質

的に、海賊行為ではなし、。 なぜなら、彼らはそれ

らの国家の安全や一般的な海洋の秩序を侵害 しな

いし、 それらに脅威を与えないからである」九

ここでホールは、 「特定の国家」と「他の国家」

を区別して、前者に対する侵害行為は海賊行為で

はないと論じている。 ここで言う 「特定の国家J

は、内戦の当事国を意味し、 「他の国家」は、 第

三国を意味すると解釈できる。 つまりホールは、

反乱団体の行為の対象が当事国に特定されている

場合 と、 第三国が被害を受けている場合を区別

し、反乱団体が当事国の政府と戦っている限り、

彼らは海賊ではないが、第三国に危害を加えれ

ば、彼らは海賊になると論じたのである。 その理

由は、反乱団体の行為の対象が、 当事国の船舶に

特定されている限り、海洋の秩序は危険にさらさ

れないが、第三国に被害が及べば、 「他の国家の

人や財産への略奪や攻撃を注意深く回避」 したこ

とにならず、 海洋の秩序が危険にさらされる、と

いうものであ っ た。

つまりホールは、反乱団体の行為と海賊行為を

区別する際に、行為の対象という基準も用いてい

る。 このような基準を置く理由として、ホールは、

特定の国家に向けられた行為は、海洋の秩序を侵
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害しないという点を指摘しているが、このような

議論がなされる理由については、必ずし も明らか

でない。

以上のように、ホールは、国家や交戦団体のよ

うな政治組織から法的権限を与えられた行為のみ

ならず、未承認の反乱団体から、事実上の「権限」

を与えられた行為であっても、（l) そのような船

舶が、反乱を支援する交戦活動に従事している場

合、（2）反乱団体の行為が、内戦の当事国の船舶

のみを対象としている場合、そうした行為は、海

賊行為ではないと説し、たのである。 ただし、以上

のホールの記述からは、 （ I ） と （2）の議論の関

係は読み取れなし、。 特に問題となるのは、第三国

船舶に対する侵害行為についても、行為の性質が

考慮、されるのか、それとも、それは常に海賊行為

であるのか、という点であるが、この点について、

ホールは特に論じていない。

(2）このようなホールの議論や、それに対する

疑問点を踏まえて、さらに、関連する学説を分析

する。 先に触れたように、第三国船舶に危害を加

えない限り、反乱団体の行為は海賊行為ではない

と論じる学説は数多いが、そのなかで、当時の代

表的な学説として、フォーシーユ、ジデル、デ ・

ラウテルの議論を検討する。 最初の検討対象は、

フォ ー シーユである。

フォーシーユによれば、海賊行為は「すべての

国家の通商を無差別に危険にさらす」 行為であ

り、特定の国家の利益のみを侵害する暴力行為を

海賊行為として扱うべきではないへこのような

海賊行為の特徴を指摘した上で、フォーシーユ

は、「政治的目的で、その政府とのみ戦っている

反乱団体の船舶が、海賊であると言うべきではな

い。 この軍艦は、その政府に対する反乱の罪に

よって処罰されるのみである」と述べる。 このよ

うな船舶は、特定の国家の利益だけを侵害してお

り、海賊の特徴を有しない九 他方、特定の国家

の利益だけを侵害する行為を行ったことを理由に

海賊ではないとされた船舶も、「すべての国家に

対する （envers et contre taus） 」 暴力行為を行えば、

海賊となる。 それゆえ、第三国船舶に危害を加え

た反乱団体の船舶は、海賊である 480

このようにフォーシーユは、「政治的目的」 で

「その政府 とのみ戦っ ている」 反乱団体の船舶が、

海賊ではないと論じた。 ここでは、反乱団体と海

l肢を区別する 2つの条件が論じ られている。 以下、

関連する諸学説を参考に、それぞれの意義を検討

する。

第 l の条件は、 「政治的目的」 である。 この文

言を、意味のある文言として理解するためには、

フォ ー シーユが、反乱団体の行為を「すべて」 海

賊行為から区別するのではなく、 「政治的目的J

の行為のみを区別することを意図していたと読む

必要がある。 それでは、「政治的目的J の行為とは、

いかなる行為であるのか。

この点については、フォークの議論が参考にな

る。 フォ ー クは、反乱団体の軍艦が 「政治的な戦

争行為」に従事しており 、 「殺人や私的な｜略奪行

為」 を行わないことを指摘し、こうした軍艦が海

賊として扱われるか否かは、 軍艦による 「国際的

な暴力を行う特権の適切な行使」 に依存すると論

じるぺこのようにフォークは、「政治的」 行為

と 「私的」 行為を区別する際、戦争法 （「国際的

な暴力を行う特権」） に従って行われる交戦活動

か、そのような規則に従わない私的な略奪 ・ 暴力

行為か、という行為の性質を基準としていた。 ま

た、ウ ールジーは、反乱団体から委任状を与えら

れた私掠船が、「i政争状態において、敵の通商を

略奪する時、この私掠船は海賊行為を行っている

のではない」と述べて、戦争に関係する行為であ

るかという点が、海賊行為であるか否かを決定す

ることを指摘している 500 これらを参考にすれば、

フォーシーユが「政治的目的」 を論じた趣旨も、

同様に理解できるであろう 。 すなわち、フォ ー

シーユも、行為の性質を基準として、戦争法に

よって規律される反乱団体の交戦活動と、そのよ

うな規律に服さない海賊行為を区別していたと考

えられる。 すでに見たように、ホールは、反乱団

体の行為が、反乱を支援するための交戦活動であ
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るか否かによって、 「公的目的」と 「私的目的」

を区別しており 、 フォ ー シーユに関するこのよう

な理解は、 ホールの議論とも一致する。

なお、用語の問題であるが、ここまで見たよう

に、「私的目的」 の対義語として、 学説」二、 「公

的目的 （publ ic ends） 」 と 「政治的目的 （po l i t ica l

ends）」 という両者の表現が用いられている。 現

在では、この両者を区別する見解も見られる 5 1 0

しかし、 反乱団体と海賊の関係を論じる上で、こ

の両者はともに「反乱を支援する目的」 を意味し

ており、両者を区別する意義は薄L 、。 本稿では、

引用の場合を除いて、 「政治的目的」の語を用い

る 。

第 2 の条件は、 反乱団体の行為が、 「その政府

にのみ向けられた」行為である、 ということであ

る。 フォーシーユによれば、反乱団体の 「政治的」

行為は、特定国家の利読しか侵害しないという点

で、すべての国家の通商を危険にさらす海賊行為

とは異なる。 この点については、ホールも、 「海

洋の秩序への干渉」という観点から、行為の対象

の特定性に言及していた。

海賊行為が、すべての国家の利益を侵害する行

為であるという議論は、 例えばフ ィオ レが、海賊

行為は 「無差別的な窃盗や強盗の意図で行われ

る 」 と論じ 52、オルト ランが 「すべての国家を無

差別に攻撃する海賊」 と言うようにペ多数の学

説に見られる。 本稿では、このような海賊行為の

特徴を「無差別性」と称するが、フォ ー シーユに

おいて、特定の国家の利誌のみを侵害する行為、

すなわち無差別ではない行為が、法的にも海賊行

為と区別されていることを考えると、この 「無差

別性」 とは、単なる事実の描写ではなく、海賊行

為の要件であったと考えるべきである。 ホールや

フォーシーユにおいて、反乱団体の行為の対象が

基準とされ、 当事国の船舶に対する侵害行為が海

賊行為ではないとされたのは、こうした行為が、

すべての国家の通商にとって脅威となる行為では

ない、すなわち 「無差別性」 要件を充足しない行

為であると考えられたからであると理解できる。

以上のように、 フォ ー シーユは、反乱団体の船

舶が、 反乱を支援する目的で、 交戦活動に従事し、

特定の国家と戦っている場合に、これを海賊と区

別した。 この II寺、第三国船舶に対する「私的目的」

の行為が海賊行為であることに疑いはないが、「政

治的目的」 で行われた第三国船舶に対する侵害行

為の評価については、検討が必要である。 この点

で興味深いのが、クレト ・ ア ・ ピエロ号事件 （ 1 902

年） である。 この事件は、ハイチで発生した反乱

の際に、 反乱団体の船舶がドイツの船舶から物資

を奪い、その後、 ドイツの軍艦が、 その反乱団体

の船舶を攻撃したという事件である。 この事件で

被害を受けたドイツの船舶は、 ハイチの政府に軍

需物資を輸送していたとされておりへそれを妨

害しようとした行為が 「反乱と無関係の私的な ｜略

奪 ・ 暴力行為」 であるとは言い難し、。 戦争法では、

中立国船舶に対する臨検 ・ 捜索など、第三国に影

響を及ぼす措置が認められており、この事件にお

ける反乱団体の行為も、 「政治的目的」 による交

戦活動として理解する余地がある （ こ の点は、後

述の少数説で明示されている〕。 にもかかわらず、

フォ ー シーユは、この事件において、反乱同体の

行為が第三国船舶に向けられたことのみを理由

に、 この行為を海賊行為と評価している 550 この

議論をとのように理解するかであるが、 行為の性

質が問題とされていない以上、 フォーシーユは、

たとえ 「政治的目的」 でも、第三国船舶が被害を

受けている以上、この行為は「無差別性」要件を

充足する行‘為であり、海賊行為として扱うべきで

あると考えていた、という理解は成り立つであろ

う。言い換えれば、フォ ー シーユは、行為の性質

に関わらず、第三国船舶に対する侵害行為を海賊

行為として扱ったと考えられる。 このよ うな理解

が妥当であるとすると、「私的目的」「無差別性」

という 2つの要件の関係が問題となるが、この点

については、次に見る学説の検討も踏まえて、後

述する。

(3）以上のように、フォ ー シーユは、反乱団体

の行為の性質（交戦活動か、 私的な略奪 ・ 暴力行
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為か〉と対象（当事国の船舶か、第三国船舶か）

を基準として、当事国の船舶に対する交戦活動

が海賊行為ではないと論じた。これらの基準は、

フォ ー シーユが指摘した海賊行為の要件と対応す

る 。 すなわちフォーシーユは、「私的目的」 「無差

別性」が、海賊行為の要件であると考えており、

これらの要件の充足性を判断する基準として、 反

乱団体の行為の性質、及び行為の対象という基準

を用いたのである。 ホールが、フォ ー シーユと 同

様の基準を用いているこ とから考えて、ホールの

議論も 、 同様の趣旨であると理解して良いであろ

う 。 以下では、ここで示した海賊行為の要件につ

いての理解をさらに深めるため、ジデルとデ・ラ

ウテルの議論を分析する。

ジテソレは、海上交通の一般的安全に対する危険

を構成する行為であることが、海l成行為の要素で

あると論じる。それゆえ、海賊行為は、特定の国

家ではなく、すべての国家を無差別に攻撃する行

為でなければならないとされる九 ここでジデル

は、明示的に、「無差別性」が海賊行為の要件で

あると考えており、特定の国家の利益のみを侵害

する行為を、 海賊行為から区別している。

さらにジデルは、 「私的目的」に言及する。日

く、暴力行為は、利益の追求、憎悪、復讐といっ

た「私的目的」のために行われなければならなし、。

しかし、「政治的」行為が、このような「私的目

的」のために行われることはあり得なし、。 それゆ

え、 「反乱や内戦の際に海上で行われる暴力行為

において、海賊行為と見なされるべきものと、そ

うではないものを区別するための、最も確実で中

心的な概念となるのは、暴力行為における私的 目

的の欠如という性質である」 5＼ここでジデルは、

反乱団体の暴力行為には、海賊行為に含まれるも

のと、海賎行為ではないものがあると理解してお

り 、この両者を区別する基準が「私的目的」の有

無であると論じている。ジデルは、「私的目的」

の判断基準について明示的には論じていないが、

他の学説と同様に、交戦活動か、私的な｜略奪・暴

力行為かという、行為の性質が判断基準であった

と考えてよいであろう。

以上を踏まえて、ジデルは、反乱団体と海賊の

関係について、反乱団体の行為によって第三国の

権利が侵害されない限り、第三国は反乱団体を海

賊として扱う理由はないと論じるヘ 関連して、

ジデルは軍艦の反乱について論じている。そ こで

は、第 l の区別として、 反乱を起こした軍服が「自

分自身の利益のために海上を航行している j 場合

と、 「内戦の際、または危機が発生する直前の時

期に、 軍艇が正統政府に反乱を起こした」場合が

区別され、前者の場合、その軍艦は海Jt武であると

される。 後者の場合には、第2の区別として、軍

艦が内戦の当事国の船舶を攻撃しているか、第三

国船舶を攻撃しているかが区別され、前者のみが

海JI戎行為ではないとされる 九 第 l の区別 （行為

の性質）が「私的目的」と「政治的目的」を判断

する基準であり、第2 の区別 （行為の対象）が「無

差別性」 の判断基準であると理解できるので、ジ

デルの議論とは、 「政治的目的」 で行われた当事

国の船舶に対する侵害行為は、海賊行為と異なる

というものであったと整理できる。 ここでも、「政

治的目的」 で行われた第三国船舶に対する侵害行

為の法的評価が問題となるが、ジデルは 「反乱を

起こした船舶は、 （中｜略）第三国の旗を掲げて航

行する船舶に対して、生命または財産に危害を及

ぼす行為に従事すれば、ただちに海賊と考えられ

るべきである」 と述べるのみで、第三国船舶に対

する侵害行為と海賊行為が区別される可能性につ

いて、何ら言及していないへ したがってジデル

もまた、フォ ー シーユと同様に、行為の性質にか

かわらず、 第三国船舶に対する侵害行為を、 一般

的に海賊行為として扱っていたと考えられる。

続いて、デ・ラウテルの議論を考察する。 デ・

ラウテルは、 海賊行為には「すべての国家を危険

にさらし、すべての国家の協力によって取 り 締ま

らなければならなしづ要素があると論じる。 加

えて、海賊行為は、利得の目的で（dans un but d巴

lucre）行われる海上の暴力行為であると定義され

る 。 このような海賊行為の定義に照らして、デ・
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ラウテルは、反乱団体が、政治的目的を追求して、

特定の国家の国民だけを略奪する場合には、これ

らの要素が欠けており、その行為は海賊行為では

ないと論じる 61 0

この議論を分析する前に、デ ・ ラウテルの言

う「利得の目的」の意味について触れておく 。 こ

こで言 う 「利得の目的」とは、財物を奪う意思

を意味しており、 一般的には 「窃盗意思 （animus

ルrandi) 」 と称される。 この 「窃盗意思J と 「私

的目的」 の関係であるが、 「窃盗意思」は、財物

を奪う意思のみを意味するのに対し、「私的目的」

は、利益の追求の他に、憎悪や復讐の目的を含む

ことから 62、 「窃盗意思」 は 「私的目的」 の l 類型

であると言える。 元来、海賊行為とは、「窃盗意

思J により、無権限で行われた暴力行会合のみを意

味したとされるがへ 19世紀後半以降の学説では、

「窃盗意思」 による行為のみが海賊行為であると

する立場と、 海賊行為の 目的は 「窃盗意思」 に限

られないとする立場が、いずれも有力に主張さ

れていた 64。 しかし、本稿の文脈では、両説の違

いに立ち入る必要はない。 というのも、 「窃盗意

思」が「私的目的」の l 類型である以上、海賊行

為の 目的を 「窃盗意思」に限定したとしても、交

戦活動が海賊行為に含まれないという結論は同じ

だからである。 実際に、海賊行為の目的を 「窃盗

意思」に限定する学説でも、「窃盗意思」 は、交

戦活動と海賊行為を区別する要件。であると理解さ

れている。 ラッセルは、平時における略奪行為は

海賊行為と見なされるが、戦時における略奪行為

は、合法な交戦活動であることが推定されると論

じる 。 このことを、ラ ッ セルは 「交戦意思は、強

慌にとって不可欠な要素である窃盗意思を排除す

る」 日 と表現する。 つまりラッセルの議論とは、

戦時において 「交戦意思」 で行われた行為、すな

わち交戦活動には 「窃盗意思」が存在せず、それ

ゆえ、交戦活動は海賊行為とは異なるというもの

であった “。

「利得の目的」すなわち「窃盗意思」による行

為が海賊行為であると論じるデ ・ ラウテルは、こ

のような「窃盗意思」に関する議論を踏まえて、

「政治的目的」 で行われた交戦活動と、「窃盗意思」

で行われる海賊行為を区別したと考えられる。 ま

た、デ ・ ラウテルは、反乱団体の行為の対象が特

定されていれば、その侵害行為は海賊行為ではな

いと論じるが、 「すべての国家を危険にさらすJ

という海賊行為の特徴によって、このような議論

は導かれている。要するに、デ ・ ラウテルもまた、

行為の性質から判断される（「私的目的」 の l 類

型としての）「窃盗意思」と、行為の対象によ っ

て判断される 「無差別性」 に照らして、反乱団体

の一定の行為を海賊行為と区別したのである。

もっとも、デ ・ ラウテルは、 「窃盗意思」 と

「無差別性」 の関係については特に論じておらず、

デ ・ ラウテルが第三国船舶に対する交戦活動をど

のように評価していたかは不明である 。

(4） ここで、以上の議論を整理する。 この｜時期

の学説で多数を占めていたのは、反乱団体の船舶

が第三国船舶に危害を加えない限り、その船舶は

国際法上の海賊ではないとする議論であった。 こ

の議論は、より正確には、反乱団体の船舶が交戦

活動を行い、当事国の船舶のみを行為の対象とし

ている限り、その船舶は海賊ではない、という議

論として定式化できる。

#ff論、交戦団体として承認されない限り、反乱

団体は交戦権を認められていないので、反乱団体

の 「交戦活動」は、国際法上は違法である。 しか

し、 実際に行われている行為が、こうした条件を

満たしていれば、その行為は、少なくとも海賊行

為ではないと考えられた。 これらの条件は、 当時

の多数説において海賊行為の要件とされた、 2つ

の要素に対応している。

その第 l が「私的 目的」 である。 「私的目的」

とは、個人的な欲望や復讐心を満たすという、行

為者の目的を意味し、このような目的で行われた

行為のみが、海賊行為として扱われた。 ただし、

行為者の目的は、行為の性質から判断される。具

体的には、反乱団体の船舶が、反乱を支援するた

めの交戦活動に従事している場合、その行為の目
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的は「政治的目的」 である。 このような行為は、

戦争法に従って行われており、個人的な欲望や復

讐を「目的」としていない点で、海賊行為とは異

なっており、なおかっ、そうした行為を海賊行為

として扱うことは、内戦という実態にも反する。

他方で、反乱団体の船舶は、 反乱と無関係な略

奪 ・暴力行為を行う可能性がある。 このような行

為が、反乱を支援する目的でなされたと考えるこ

とはできなし、。 それゆえ、反乱と無関係な行為は、

「私的目的」の海賊行為として扱われる。

第2の要件が、「無差別性」 である。当事国の

船舶に対する侵害行為は、内戦の当事国の利益し

か侵害しておらず、すべての国家の利益を損なう

海賊行為とは異なる。 この要件に照らしたとき、

第三国船舶に対する「私的目的」の行為が海賊行

為であることについては、特に説明を要しないで

あろうが、 第三国船舶に対する侵害行為が 「政治

的目的」 で行われた場合については、議論の余地

がある。 ホールやデ・ラウテルが、こうした可

能性をどの程度考慮、していたかは不明であるが、

フォーシーユとジデルの議論を見る限り、多数説

では、このような行為も海賊行為として扱われて

いたと考えられる。 しかし、フォ ー シ ーユとジデ

ルの説明にも、疑問は残る。 確かに、当事国以外

の利益を侵害している以上、 「政治的目的」 の交

戦活動も、 「無差別性J 要件を充足する行為であ

ると言えるが、「無差別性」のみを理由に、反乱

団体の行為を海JI成行為として扱うのであれば、行

為の性質は考慮されていないことになる。 にもか

かわらず、行為の性質が考店、されない理由は説明

されていないのである。

こうした疑問は残るが、 当時の多数説では、海

賊行為とは、無差別に行われる、私的な略奪 ・ 暴

力行為である、という制度理解が一般的に共有さ

れており、「無差別性J 「私的目的」は、 このよう

な制度理解に由来する要件であるという点は指摘

できる。 反乱団体の船舶が 「政治的目的」 で当事

国の船舶に危害を加えたとき、その行為は、これ

らの要件を充足しないものとして、海賊行為と区

別されたのである。

以上で、この時期の多数説を検討したが、先に

触れたように、第三国船舶に対する一定の侵害行

為を海賊行為として扱わない立場も存在する。 以

下では、そうした学説が、いかなる基準で両者を

区別していたのかを検討する。

2-3-2. 少数説の検討

( 1) デ・ラウテルは、正統政府と戦っている限

り 、 反乱団体は海賊として扱われないと論じる一

方で、国家実行では、反乱団体が第三国船舶に危

害を加えた場合、行為者を捕らえた第三国が、行

為者を当事国の正統政府に引き渡したと指摘する 67。

デ ・ ラウテルが言うように、通常の海賊は、すべ

ての国家において訴追 ・処罰される のでありへ

この処遇は、通常の海賊の場合とは異なる。

デ ・ ラウテルや、その議論を引用するジデル69

は、このような差異を認めつつ、第三国船舶に対

する侵害行為が海l執行為であるとする結論を維持

しているが、反対に、こうした違し、が生じる理由

は、第三国船舶に対する侵害行為が海賊行為では

なかったからであると解する余地もある。

以下では、少数説であるが、 実際にそのような

理解を採用する学説が、いかにして、そのような

結論を導いたかを検討する。 検討対象とするコ

ベットとノ、ィドは、このような立場を明確に採用

している論者である。

(2）コベッ トは、 反乱団体の行為は、それが 「政

治的目的」 のために行われ、かっ、その反乱団体

が対iii時している政府の支持者以外の人に対する暴

力行為が行われない限り、海賊行為ではなく、他

の国家が彼らの船舶に介入する権利や義務もない

と論じた九 このコベットの説明は、 当事国の船

舶に対する反乱団体による 「政治的目的」 の侵害

行為を、海賊行為から区別することを論じたもの

であり、多数説と同様の見解が示されていると言

えよう 。

しかし、第三国船舶に対する侵害行為について

は、様相が異なる。 コベットは、その支持者を指
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揮できる政府を持つ反乱団体は、「他の国家の商

業活動を阻害し、制約するものであ っても」、そ

の敵に対して、必要と思われる交戦活動を行うこ

とを妨げられないと論じる JI。ここでコベットは、

第三国船舶に対する侵害行為についても、その行

為が、反乱団体の指揮下で行われた交戦活動、す

なわち「政治的目的」 の行為であるかを考慮して

おり、第三国船舶に対する侵害行為を一般的に海

賊行為として扱う多数説とは異なる立場を示して

L 、る 。

この議論をどのように理解するかであるが、こ

こではコベットによるワスカル号事件の解釈が

参考になる。 後に検討するが、 ワスカル号事件

( 1 877年〕 とは、反乱を起こしたペルーの軍艦が

イギリス船から石炭を奪うなどした後、イギリス

の軍艇に攻撃された事件である。 ワスカル号事件

は第三国船舶に対する侵害行為の事例であるが、

コベットは、この事件について、 （］ ） いかなる組

織された政府も存在せず、当事国の政府も責任を

否定した、 （2 ） その行為が 「承認された交戦団体

に認められる中立通商に介入する権利さえも逸脱

している J、と いう 2点によって、ワスカル号は

海賊であると論じている 九

ここでコベットは、 （ ！ ） ワスカル号の背後に政

治組織が存在せず、 （2） 交戦活動の範囲を逸脱し

て「私的目的」で活動していることを捉えて、ワ

スカル号が海賊であると考えた。 しかし、第三国

船舶を攻撃したこと自体が、ワスカル号を海賊と

して扱う理由とされているわけではなく、この

点、 第三国船舶に対する侵害行為であることを理

由としてワスカル号を海賊として扱う、フォ ー

シーユやジデルとは対照的である 73。 むしろ、コ

ベットの議論によれば、第三国船舶に対する侵害

行為は、行為の性質から判断して、交戦活動とし

て認められる範囲にとどまっていれば、それは海

賊行為ではないと評価されることになる。

以上のように、コベットは、行為の性質から判

断して 「政治的目的」 の行為であると言える場合

には、当事国の船舶に対すと侵害行為と 、 第三国

船舶に対する侵害行為のいずれの場合について

も、その行為は海賊行為ではないという結論を導

いている。 それゆえ、コベットにとって重要で

あったのは、「私的目的」のみであったと考えら

れる。

(3）次に、コベットと同様に、 第三国船舶に対

する侵害行為を必ずしも海賊行為として扱わない

立場として、ハイドの議論を検討する。

ハイドによれば、海蹴行為の特徴は、政治組織

のために 「公的目的」で行われるのではなく、「私

的目的」のために行われる点にある。 ただし、公

的な活動に参加する者は、政治的な動機と無関係

な略奪行為を行う可能性があり、こ のような行為

を、公的な動機に関連する行為と区別しなければ

ならないとされる 九 つまり、表面的には政治的、

公的な目的を掲げていても、その目的と無関係な

行為は、「私的目的」 の海賊行為である。

このような観点から、ハイドは、未承認反乱団

体の活動が、どの範囲で、違法な海賊行為と評価

されるべきかについて論じる。 日く、 「海洋国家

の大半 （the body of maritime states） は、必ずしも、

反乱団体が打倒しようとしている国家の船舶のみ

に向け られた反乱団体の活動によって、影響を受

けるわけではない」。 また、反乱団体が法的に承

認されるには、公海上で実力を行使しなければな

らないので、それを海賊行為と考えるべきではな

いという点も指摘されている。 以上の1里白から、

反乱団体の適切な指揮下において、反乱を推進す

るために、対峠する政府の船舶のみに向けられた

反乱団体の行為は、海賊行為ではないと結論され

る l\

ここでハイドは、「反乱団体の適切な指揮下に

おいて」「反乱を推進するために」 「:ktlll寺する政府

の船舶のみに向けられた」行為を海賊行為と区別

している。 すなわちハイドは、（I）反乱団体の指

揮下で行われた交戦活動である、（2） 侵害行為の

対象の特定、という 2つの観点に着目している。

この点で、当事国の船舶に対する侵害行為を海賊

行為と区別する理由については、 多数説とハイド



1 9世紀後半から 20世紀初頭の国際法における「海賊行為」概念 -65-

の説明は合致していると言えよう。

他方、ハイドによれば、第三国船舶に対する侵

害行為の評価は、「反乱の規模、および、その行

為の、政府の支配に対する戦いとの関係に依存す

る」。 具体的には、「外国による反乱団体の承認を

正当化するような規模を持った戦いにおいて、そ

の行為が、その争いに付随しており、外部の国家

やその国民が法的な政府を援助するのを妨げる試

みであるならば、その行為は海賊行為として扱わ

れるべきではなし、」 760

ハイドは、当事国の船舶に対する侵害行為が

「海洋国家の大半」 の利益を侵害しないと論じた

が、第三国船舶に対する侵害行為について、この

ような記述はなし、。 ハイドが着目するのは、（1)

承認を正当化するような規模であるか、（2） その

行為が、反乱に付随して行われる 「外部の国家や

その国民が法的な政府を援助するのを妨げる試

み」 であるかという 2点である。 第 l の点は、「反

乱の規模」 についての具体的な基準である。 この

基準は、「反乱団体の適切な指揮」が存在する、

という基準と同一であると理解できょう 。 すなわ

ち、交戦団体承認に際しては、反乱の規模などが

考慮されるが、承認の可能性がないような小規模

の反乱であれば、構成員を適切に指揮するよう

な政治組織は存在しないと考えられる。 この場

合、構成員の行為を、反乱団体の指揮下で行われ

た行為と見ることはできない 77。 第2 の点は、 「政

府の支配に対する戦いとの関係」 を有する行為の

内容を具体的に説明したものである。 つま りハイ

ドは、反乱団体の船舶による交戦活動は、第三国

に対して向けられたとしても「公的目的」の行為

であり、海賊行為とは異質な行為であると論じた

のである。 このようにハイドは、コベットと同様

に、 「無差別性」 に言及せず、 「私的目的」要件の

みに照らして、第三国船拍に対する侵害行為を海

l成行為と区別したのであり、「無差別性」を加え

た 2要件によってこの問題を論じる多数説と対立

する。

(4） コベットとハイドは、当事国の船舶に対す

る侵害行為と第三国船舶に対する侵害行為を別々

に論じているが、いずれの場合においても、「私

的目的」要件を充足しなければ、その行為は海賊

行為ではないと論じた。 この点で、彼らの議論は、

「無差別性」 要件によって、第三国船舶に対する

侵害行為を一般的に海賊行為として扱う多数説と

異なる。

確かに、ハイドは、反乱団体の行為によって海

洋国家が受ける影響についても言及しており、少

数説において、海賊行為の「無差別性」 という特

徴が無視されていたとは思われなし、。 しかし少数

説では、第三国船舶に対する侵害行為であっても

海賊行為から区別される場合があったのであり、

反乱団体の行為の対象が当事国船舶であるか、第

三国船舶であるかという要素は、結論に影響して

いない。 このことは、少数説において 「無差別性」

が海蹴行為の要件とは考えられていなかったこと

を意味する。 それゆえ、少数説において、明確に

海l成行為の要件と考えられていたのは、 「私的目

的」のみであったと考えられる。

(5） 以上のように、少数説は、反乱団体と海賊

の関係を論じる上で、 「私的目的」 を重視してお

り 、 「私的目的」 「無差別性」 の 2要件を論 じる多

数説と立場を具にしていた。 それゆえ、 第三国船

舶に対する侵害行為を一般的に海賊行為として扱

う多数説とは異なり、少数説は、反乱団体の交戦

活動は、たとえ第三国に影響を与えたとしても、

「私的目的J 要件を充足していない点において、

海賊行為とは区別されなければならないと主張し

Tこ。

ところで、ここまでの議論について、多数説と

少数説のいずれが、実行に閲する説明として適切

であったのか、という疑問が生じるであろう 。 こ

の点については、次の点に留意する必要がある。

すなわち、少数説では、第三国船舶に対する侵害

行為が海賊行為とは評価されない場合でも、自国

船舶が被害を受けた場合には、被害国が、自国民

を保護する目的で措置を執ることができると論じ

られていた（このように考えると、そうした自衛
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的な措置が認められる法的根拠が問題となるが、

この点は本稿の射程を超えるので、これ以上は立

ち入らな L 、） 78。 また、多数説では、第三国船舶

に対する侵害行為は海賊行為であるから、自国船

舶が被害を受ければ、当然、普遍的管轄権を娘拠

とする措置が可能である。後述のように、国家実

行では、反乱団体が第三国船舶に危害を加えた場

合、その侵害行為に対する被害国の措置が、 海賊

取締として正当化されることがあった。 要する

に、いずれの立場でも、白国船舶を保護するため

の措置を執ることができるという点では、同じ結

果が意図されている。 それゆえ、 当 H寺の文脈で

は、実行に関する説明能力の観点から両説の優劣

を論じる意味は、ほとんど存在しなかったと言え

よう 。

ただし、実際の効果に違いが生じる局面もあ

る 。 それは、被害国以外の国家による措置が問題

になる場面である。 もし第三国船柏に対する侵害

行為が国際法上の海賊行為で‘あれば、普遍的管轄

権を恨拠に、被害国以外が措置を執ることも許容

されるはずであるが、実施される措置の目的が自

国民保護に限られるのであれば、被害回以外によ

る措置は認められないと考えられる。 この問題に

ついては、 国家実行を論じる際に検討する。

2-3-3. 海賊行為の要件一一「私的目的」「無

差別性」一

反乱団体と海賊の関係を論じた学説では、海賊

行為の要件に照らして、反乱団体の一定の行為と

海賊行為を区別する基準が論じられたが、その際

に重要な役割を果たしたのが「私的目的」 要件で

あった。 また、有力な学説では、海賊行為の「無

差別性」という要件も、重要な意味を有していた。

以下では、各要件について、これまでの叙述を整

理する。

( 1) 「私的目的」

「私的目的」 とは、行為者の目的である。 具体

的には、個人的な欲望や復讐心を満たすという

「目的」 を意味する。 このような目的で行われる、

私的な略奪 ・ 暴力行為が、 海賊行為でーある 。

特定の行為が「私的目的」 で行われているか、

「政治的目的」で行われているかは、行為の性質

によって判断される。 すなわち、反乱団体の船舶

が、反乱を支援する交戦活動に従事している場

合、その行為は「政治的目的」 で行われたと評価

され、海賊行為と区別される。 反対に、 通常の交

戦活動を逸脱し、反乱と無関係に行われた略奪 ・

暴力行為は、 「私的目的」 で行われた海賊行為と

して扱われる。

反乱団体の交戦活動と海賊行為を区別する理由

としては、 2つの理由が示さ れている。 第 l の理

由は、ホールやハイドが指摘する、反乱団体が交

戦団体として承認されるには、交戦活動をする必

要があり、そのような行為を海賊行為として扱う

ことは不適切であるという理由である。 第2 の理

由は、ホールが述べた、戦争法によって規律され

る交戦活動と、このような規律に服さない海賊行

為とは、 「倫理的態度」 において異なるという理

由である。 こうした理由から、交戦活動と海賊行

為は区別されなければな らないと考えられたので

ある 。

(2 ） 「無差別’性」

海賊は、 海上交通の一般的安全を侵害する行為

であって、特定の国家の利益を侵害する行為は、

海賊行為ではないと考えられていた。 このような

海賊行為の特徴を表現したのが 「無差別性」 とい

う要件である。

反乱団体と海賊の区別に際しでも、 「無差別性」

が論じられた。 「無差別性」の判断基準は、反乱

団体の行為の対象である。 すなわち、反乱団体

が、内戦の当事国の船舶に危害を加えている場

合、その侵害行為を海賊行為として扱うべきでは

ないと考えられた。 その理由は、このような行為

が侵害しているのは、特定の国家の利益のみであ

り、海上交通の一般的安全が侵害されているわけ

ではないというものであった。 これに対し、第三

国船舶に対する侵害行為は、海上交通の安全を侵

害し、すべての国家を危険にさらす行為であるこ
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とから、海賊行為として扱うべきであると考えら

れた。

(3 ） 各要件の意義

以上の要素を考慮して、 学説は、反乱団体と海

j肢の関係について、以下のような議論を行 っ た。

まず、 多数説では、 「私的目的」「無差別性」 が考

慮され、当事国の船舶に対する 「政治的目的」 の

行為と海賊行為が区別される一方で、第三国船舶

に対する侵害行為は、 「無差別性」 の観点から、

行為の性質にかかわらず、自動的に海賊行為と評

価された。 これに対して少数説では、 「私的目的」

要件に照らして、行為が 「政治的目的」 であると

言えれば、対象となる船舶の種類にかかわ らず、

その行為は海賊行為ではないと考えられた。

前説のいずれが、国家実行の理解として適切で

あるかと いう問題は、 国家実行を分析する際に扱

うとして、ここでは、 「私的目的」 と 「無差,JIJ ·／生」

の関係について指摘しておく 。 すなわち、 多数説

では、 「政治的目的」 の行為であっても、第三国

船舶に危害を加えれば海賊行為であるとされる

が、 「私的目的」 要件を満たさない行為が海賊行

為とされる理由は定かでなし、。 後述のように、国

家実行では、 第三国船舶に対する侵筈行為に関し

て、被害国が海賊取締として自国船舶を保護する

措置を講じており、こうした実行を説明する必要

があったという理由は考えられるが、このような

理由があるとして も 、 「私的目的」 ではない行為

を海賊行為として扱うという説明か、理論的に一

貫 していると言えるかについて、疑問は残る。 そ

れゆえ、 一貫性という点では、 「政治的目的」 の

行為は、行為の対象にかかわらず海賊行為では

ないとする少数説が優れているように思われる。

もっとも、一貫性に問題があるとしても、 それだ

けを理由に、多数説は誤りである 、 あるいは、 「無

2-4. 小括

本節では、 1 9 世紀後半から 20世紀初頭の学説

を題材に、 反乱団体の行為と国際法ヒの海J!武行為

を区別する基準と、その理由について考察 した。

学説上、両者を区別する基準は、 反乱団体の行為

の性質 （交戦活動か、私的な略奪 ・ 暴力行為か）

であり 、 学説の多数派は、 これに加えて、行為の

対象 （当事国の船舶か、第三国船舶か） も基準と

していた。 これらの基準は、それぞれ、「私的目的」

「無差別性」 と L寸 、 海賊行為の要件に対応して

L 、る 。

こ れらの基準が置かれた理由については、以下

のように論じられた。 まず、 「政治的目的」 で行

われる反乱団体の交戦活動と、 「私的目的」 で行

われる海賊行為を区別する理由は、 反乱団体の交

戦活動を海賊行為として扱うことが、内戦におけ

る反乱団体の扱いとして 「不条理」 である、ある

いは、交戦活動と海賊行為が 「倫理的態度」にお

いて異なる、という点に求められている。 また、

当事国の船舶に対する侵害行為と海賊行為を区別

する理由は、こ のような侵害行為が、 すべての国

家の海上通商 ・ 海上交通の安全を侵害 しないとい

う点に求められている。

以上で、本稿は、 「私的目的」 要件の wr,釈にお

いて重要な意味を有する、反乱団体と海賊の関係

を規律する基準と、その区別の根拠について論じ

た学説を分析した。 ここまでの分析が、 「私的目

的」 要件の解釈をはじめとする 、 現代の海）！氏論に

とって、どのような意味を持つのかが問題となる

が、その点を論じる前に、 当時の判例、国家実行

を検証する。

差別性J は重要ではない、という結論が導かれる 3. 判例・国家実行
わけでもな L 、。 それゆえ、 ここで 「無差別性」 に

ついて結論を出すことはできないと言うべきであ 本節では、判例 ・ 国家実行における反乱団体と

ろう 。 海賊の関係を考察する。 学説では、 反乱団体の行

為と海賊行為の区別について詳細な議論が行われ
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ていたが、このような区別が実際に行われていた

かについて検討する必要があろう。

それゆえ以下では、 1 9世紀後半から 20世紀初

頭における判例 ・ 国家実行を分析し、反乱団体の

行為と海賊行為が区別されていたのか、区別され

ていたとすれば、その根拠がとのように論じられ

ていたのかを分析する。

3-1. 判例

3-1-1. 判例の分析

(1) 南北戦争期

最初に、南北戦争期に発生した 2つの事件を分

析する。 Mauran v. Insurance事件 （ 1 867年）は、

南北戦争で、南部の私掠船が北部の民間船舶を牟

捕した事件に関して、保険契約における「捕獲

(cap町re）」の概念が問題となった。問題の保険契

約では、海賊による被害に対して、保険会社は保

険金を支払わなければならないが、交戦権に基づ

く「捕獲J であれば、保険会社はこの支払いを免

れるとされており、本件の掌捕がいずれに該当す

るかが争われた。 それゆえ、この事件で問題と

なったのは、保険契約における海賊行為の定義で

あり、直接、国際法上の海賊行為が問題となった

わけではなし、。 しかし、 判決では、契約における

海賊行為の定義を解釈する上で、国際法上の海賊

行為についても論じられていることから 79、国際

法上の海賊行為に関する議論として参照する こと

は可能であろう 。

連邦最高裁のネルソン裁判官によれば、捕獲そ

のものが合法であれば、委任状が完全に合法な政

府によって発行されている必要はない 80。権利を

持たない「事実上の政府」であっても、政府に等

しい組織を持ち、 主権的な権力を行使していれ

ば、その政府が発する委任状の下で行われた捕獲

は、保険契約においては合法であり、南部は、こ

のような事実上の政府であるから、 その委任状に

基づく捕獲も、合法に行われたと評価される 8 1 0

この判決で、ネルソン裁判官は、「捕獲」 そのも

のの合法性、つまり反乱団体の行為が戦争法に

従って行われているという点と、「事実上の政府」

によって命じられた行為であることに着目した。

つまりネルソン裁判官は、「事実上の政府」によっ

て命じられた交戦活動であるという理由に基つe

き、本件は海賊の事例ではなく、「捕獲」の事例

であると判断したのである。

ネルソン裁判官は、ニューヨ ー ク巡回控訴裁

判所の裁判官として、サバンナ号事件 （ 1 861 年）

を扱っている。 これは、南部の私掠船が、 1820

年の海賊処罰法によって処罰されるかどうかが争

われた刑事裁判で、ある。彼は陪審員に対する説示

の中で、国際法上の海賊行為を、権限なく、普通

的な敵対的意図によって行われる行為であると

定義した上で 82、サバンナ号の意図が、ただ一国

（北部）の船舶や財産を略奪するこ とにあ り 、 普

遍的な敵対的意図を持っていないという理由によ

り、サバンナ号は国際法上の海賊ではないと論じ

た SJo ここでは、「無差別性」 が海賊行為の要件

であると考えられている。

以上で、南部の私掠船が国際法上の海賊ではな

いとされた南北戦争期の判例において、どのよう

な議論がなされていたかを見た。 判例で論じられ

たのは、南部の私掠船の行為が、交戦活動として

行われていたという点、 あるいは、その行為が第

三国には向けられていないという点であり、これ

らは学説で論じ られた 「私的目的」「無差別性」

に対応している。

(2）アンプローズ・ ライト号事件

次に、反乱団体と海賊の関係を論じた判例とし

て引用される頻度が最も高い、アンブローズ・ラ

イト号事件（1885 年）を検討する。

この事件は、コロンビアでの反乱に協力して、

反乱団体による封鎖作戦に参加するために航海し

ていたアンブロ ーズ ・ ライト号が、公海上で米国

の軍艦に主主捕され、その捕獲の合法性が争われた

事件である。この船は、国籍不明の旗を掲げて航

行していたが、米国の軍般に発見された際にコロ

ンビアの国旗を掲げた。 アンプロ ーズ・ライト号

が第三国船舶に危害を加えた事実は認められな
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かったが、この事件を担当した迷邦地裁のブラウ

ン裁判官は、その議論の中で、未承認反乱団体の

船舶は海賊であると論じた 8\

すでに見たように、学説上は、第三国船舶に危

害を加えない限り、未承認反乱団体の船舶は海賊

として扱われるべきではないと論じる立場が有力

であった。 これに対し、この判決は、交戦団体承

認がなければ、 反乱団体の船舶は海賊として扱わ

れると論じており、 学説からは批判的に言及され

ることが多いへ それゆえ、ブラウン裁判官がこ

のような結論を導いた理由が問題となる。

第 l に、ブラウン裁判官は、未承認反乱団体か

らの委任状は 「合法的な委任状」 とは言えず、 こ

の委任状に基づく行為は、違法な私掠行為、すな

わち海賊行為として扱われるべきであると論じ

る。その理由として、そのような行為は海洋の平

和や秩序と両立せず、他者への損害に責任を負 う

こともできないという 2点が指摘されているへ

第2 に、ブラウン裁判官は、交戦団体承認を行

えるのは国家の政治部門のみであり、反乱団体が

事実上交戦活動を行っているとしても、それで

交戦団体承認が与えられるわけではないと論じ

る ヘ ブラウン裁判官によれば、交戦団体承認が

行われていない状況では、裁判所が他国の内戦を

調査し、政治部門に対して、法的な意味の戦争が

発生しているかどうかを判断させることはできな

い。 この事件では、いかなる交戦団体承認も存在

せず、戦争状態は認められない。 この場合、 反乱

団体の委任状は、 裁判所において有効性を主張で

きない 880

ただし、ブラウン裁判官は、コロンビアの反乱

に関して、米国政府が交戦状態、を黙示的に承認し

たと評価し、それを恨拠に、アンプローズ ・ ライ

ト号を海賊として扱うことはできないと論じて、

船舶を解放する判断を下している ヘ つまりブラ

ウン裁判官は、本件を （黙示的 lこ）承認された交

戦団体の事例として理解している。

以上の議論について、次のような特色を指摘す

ることができる。 第 l に、ブラウン裁判官は、反

乱団体の船舶が海上通商に危険を及ぼすという理

由を挙げている。学説では、第三国船舶に危害を

加えない限り、海上通商に危険は及んでいないと

評価されていたのであり、第三国船舶に対する侵

害行為が存在しない本件においても、このような

危険が存在すると論じるブラウン裁判官の見解

は、学説と一致しているわけではない。 ただし、

アンブローズ・ライト号が海賊とされた理由は、

それだけではな L 、。 第 2 に、ブラウン裁判官は、

交戦団体承認を行えるのは、政府のみであり、裁

判所の権限では、反乱団体の行為が交戦活動であ

るかを判断することはできないと論じる。 裁判所

が、 交戦団体承認に関する政府の判断に拘束され

るとする議論は、南北戦争期の米国判例でも見ら

れる 900 

つまり、未承認反乱団体の船舶は常に海賊であ

るというブラウン裁判官の議論は、国際法の観点

のみから導かれたものではなく、交戦団体承認に

関する裁判所と政府の権限配分という 、 米国の国

内法 tの要請を反映している。 そうすると、この

ような囲内法上の観点を排除した場合に、未承認

反乱団体が海賊であるという結論が維持されたか

について疑問が残る。 それゆえ、この判決が、未

承認反乱団体が海賊であるという結論を、国際法

の議論として支持していたと言えるかについて

は、留保が必要であるように思われる。

(3 ） ボリビア対インデムニティ海事保険会社

次に、英国の判例である、 Republic of Bolivia v 

Mutual I nd巴mnity Maritim巴 Insurance Co. 事件 （ 1909

年）を検討する 91 。 この事件は、ボリビアとブラ

ジルの国境付近の要塞に食料を運んでいたボリビ

アの輸送船が、 反乱団体によってアマソン川で掌

捕された事件に関連して、ボリビア政府が保険金

の支払いを求めてイギリスの裁判所に 出訴した

際、海賊行為の定義が問題となったものである。

この事件は公海上で発生していないが、その点

は結論に影響しないとされている。 英国高等法院

のピックフォ ー ド裁判官は、ホールが言う 「海賊

行為」こそが、この保険契約における「海賊行為」
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であると定義する。 その定義に照らしたとき、本

件の事実は、 特定の領域に政府を樹立しようとす

る組織的な試みであって、彼らが船舶に介入する

のは、 その目的に必要な場合に限られ、 彼らが無

差別的に略奪を働いているわけではないことを示

していると論じ、この事件が私的な動機で行われ

たとする原告の主張を否定した 920 

この判決では、 ホールが引用され、船舶への介

入か「組織的な試み」 に必要なものであって、「無

差別的な ｜略奪」 でなければ、海賊行為ではないと

の結論が導かれている。 この議論は、反乱団体の

行為が「政治的目的J で行われていること、及び

「無差別性」 を論じたものと解せられる。

3 1 2. 小括

ここまで、判例における反乱団体と海賊の関係

について考察した。 判例では、捕獲の合法性、保

険契約の解釈、海賊の刑事処罰などの事件に関し

て、反乱団体と海賊の関係が論じられた。 こうし

た問題に関する裁判所の対応について、米国の判

例では、交戦団体承認に関する政府と裁判所の関

係という特殊な問題が論じられているが、基本的

には、反乱団体と海賊は異なる存在であると論じ

られていたと言える。 第三国船舶に対する侵害行

為が問題となった判例は分析しておらず、この点

は今後の課題であるが、少なくとも、当事国の船

舶に対する侵害行為と海賊行為を区別する際、「私

的目的」「無差別性」 の 2点が言及されていたこ

とは指摘できょう ”。

3-2. 国家実行

3-2-1. 国家実行の検討

( 1) モンテスマ号事件

モンテスマ号事件 （ 1 877年） は、キューパの

反乱団体が、宗主国スペインの蒸気船モンテスマ

号を奪取し、 ラプラタ川でスペインの商船に侵害

行為を行った事件である。 スペインは、国内法に

よってモンテスマ号が海賊であると宣言 し、その

停泊地であったブラジルに対して、この船を海賊

として扱うように要請した。 しかし、 ブラジル政

府は海賊を「適切な権限を与えられず、すべての

船舶に対して無差別的に略奪を行う目的で、 利得

のために海上で活動する 」 存在であると定義し、

モンテスマ号の「敵対行為は、すべての国家に対

してではなく、スペインに対してのみ、向けられ

ている。 彼らは略奪の目的ではなく、植民地の反

乱を支援する目的で活動している 」 と論じ、スペ

イン政府の要請を拒絶したへ

ブラジル政府は、 （ 1 ）反乱を支援する目的の行

為である 、 （2）行為の対象が特定されている、 と

いう 2点に着目し、 モンテスマ号は海賊ではない

と主躍した。 このブラジル政府の対応は、海賊行

為の要件である 「私的目的J 「無差別性」 に依拠

して、モンテスマ号を海賊と区別したものであ

り、 学説と一致している。

ところで、この事件で、ブラジル政府は、 内戦

の当事国であるスペイン政府の要請を拒否して、

モンテスマ号への介入を控えており、こうした対

応を説明する際に、モンテスマ 号が海賊ではない

と論じている。 次に見るカルリスタ戦争でも、同

様の局面において反乱団体と海賊の関係が問題と

なっているが、そこでは、この問題に関する興味

深い議論が示されている。

(2 ） 第三次カルリスタ戦争

ナポレオン戦争後のスペインでは、王位継承権

を巡る争いが、 カルリスタ戦争と呼ばれる内戦に

発展した 95。 本稿では、 1 872 年から 1 876年にか

けて戦われた第三次カルリスタ戦争に関するヨー

ロ ッパ諸国、特にイギリスの対応を見る。 反乱団

体がカルタヘナを制圧し、その港に停泊していた

般｜欲を掌握した際、スペイン政府は、この般隊を

海賊として扱うことを、各国に要請 した。

この時、イギリス政府は、スペイン政府の要請

に対する対応について、法務官（Law Officer） に

見解を求めた。 法務官は、 「スペインの反乱船舶

は、法的な意味の、また通常の意味の海賊とは異

なる 」 と事態を評価し、 「我々の政府が反乱団体

と対立 してマドリッドの政府を支援しない限り、
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我々は彼らを臨検、三主捕するべきではない」 と結

5命した 珂

この見解を受けて、イギリス政府は海軍提督に

通達を発した。 「もしその船団がイギリスの国民

や財産を襲って、海賊行為を行えば、彼らは海賊

として扱われなければならな L 、。 なぜなら、スペ

イン政府が彼らから旗を奪っている。 しかし、も

し彼らがこの種の行為を全く行わなければ、彼ら

の活動に介入すべきではない」 ヘ さらに、イギ

リス政府は、 ドイツ政府との書簡のやりとりの中

で、「スペイン沿岸に艦隊を置いていないイタリ

ア政府の熱心な要求で、必要な場合には、イタリ

ア人を保護する場合に拡張することを許可した」

98 と述べた。 このようなイギリス政府の立場は、

（イタリアに関連する部分を除いて） 他国の政府

にも共有されていた。 ドイツ政府 99、フランス政

府 l凹は、自国民保護の必要がない限り、武力に

よってスペインの内戦に介入しないと決定してい

る 。

この事例で、イギリスの法務官は、反乱団体の

艦隊を海賊と区別する明確な理由を示しておら

ず、両者が区別される理由を考えるという観点か

らは、あまり参考にならな L 、。 しかし、この事例

は、反乱団体と海賊の関係に関する国家の対応を

考える上で、興味深い問題を提起する。

第 l に、この事例は、学説における多数説と少

数説のいずれが、実行に関する説明として適切で

あるかという点に関わる。 イギリス政府は、自国

の利益が侵害されない限り、反乱団体を海賊とし

て扱うべきではないとする方針を示したが、 この

方針は、複数の解釈を許容する。 すなわち、 イギ

リス政府の通達では、自国民が被害を受けた場

合、その行為者は海賊として扱われるとされてい

るが、この「海賊」が国際法上の海賊を意味する

のか、国内法上の海賊を意味するのかが不明なの

である。 「国際法上の海賊」を意味すると解釈し

た場合、イギリス政府は、第三国船舶に対する攻

撃について、普遍的管轄権を根拠に反乱団体の船

舶に対して措置を執ることができることを前提

に、政策的理由から、自国かイタリアの船舶が攻

撃された場合を除いて、そのような措置を控えた

と理解される。 他方で、「国内法上の海賊」 とし

て解釈すると、イギリス政府は、第三国船舶に対

する攻撃について普遍的管轄権が認められないこ

とを前提に、自国民保護や、他国からの要請とい

う特別な根拠に基づいて、このような措置を執る

ことが可能であると主張したことになる。

先に見たように、 学説は、自国船舶が危害を加

えられた時、被害国が何らかの措置を執ることが

できるという点で、一致していた。 違いは論理構

成であり、第三国船舶に対する侵害行為を海賊行

為であると考えた上で、海賊取締としてこの措置

を説明するか、海賊行為であるとは考えず、自国

民保護のための特殊な措置として説明するか、と

いう違いがあった。 この違いが明確化するのは、

被害国以外の国家による対応が問題になる場面で

あることも指摘したが、この事例では、まさにそ

のような状況が生じているにもかかわらず、いず

れの構成でも、イタリア船舶の保護に関するイギ

リスの対応を説明できてしまう 。 したがって、国

家実行を見ても、第三国船舶に対する侵害行為が

海賊行為であるかという問いについて、多数説と

少数説のいずれが正しいかは決定できないのであ

る 。

第2 に、モンテスマ号事件と同様、反乱団体の

船舶を海賊として扱うことを求める当事国の正統

政府の要請は、第三国によって拒絶されている

が、その際、イギリスの法務官が、 「我々の政府

が反乱団体と対立してマドリッドの政府を支援し

ない限り」反乱団体の船舶を海賊として扱うべき

ではないと論じたことの意味が問題となる。 裏を

返せば、法務官は、そのような扱いが正統政府へ

の支持を意味すると述べたことになるが、なぜそ

のように言えるのか。 その手がかりは、次のワス

カル号事件で示されている。

(3）ワスカル号事件

ワスカル号事件 （ 1 877 年） とは、次のような

事件である。 ペルーの軍艦ワスカル号で反乱が発
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生し、公海上で複数のイギリス船舶に侵害行為を

行い、石炭を奪うなどした。ワスカル号はチリの

港に停泊したが、この時、チリ政府はワスカル号

を海賊としては扱わなかった。 その後、イギリス

の軍般がワスカル号を海賊として攻撃したため、

ワスカル号は逃走し、最終的にペル一政府に投降

した。 イギリスの軍艦による攻撃に関して、 ペ

ル一政府はイギリス政府に賠償を請求したが、 イ

ギリス政府は、ワスカル号が海賊であったとし

て、 請求を拒絶した 1 0 1 0

最初に、 ペルー とチリの間で生じた紛争に触れ

る 。 ペル一政府は、 チリ政府に対してワスカル号

を海賊として扱うことを要求したが 1 02、チリ政府

は、停泊中のワスカル号への介入を控えた。 この

対応に関して、ペル一政府は、 （ J ）ぺルーでは内

戦が発生していないので、チリには中立義務が存

在しない、 （2） ワスカル号に好定、を示すことは、

ペルーの権利を侵害していると主張した 103。 しか

し、チリ政府は、 （ l) この反乱は政治的目的を持っ

ており、これを海賊行為として扱うことは国際法

に反している、 （2） 自国の利疏にとって必要でな

ければ、ワスカル号と戦う理由はない、などと主

張して、ペル一政府の要請を拒絶した IO'o

チリ政府は、ワスカル号の反乱を 「政治的目

的」 で行われた行為と評価し、 （自国の利益が関

係しない限り ） ワスカル号を海賊として扱わない

という方針を示した。 理論的には、 こうした対応

は、「政治的目的」 によって正当化されているが、

ここでは、こうした対応の現実的な効果が問題と

されている。 ペル一政府の理解によれば、このよ

うなチリ政府の対応は、チリ政府が、ワ スカル号

の反乱を「犯罪」ではなく 「内戦」 と認識し、し

かも こ の内戦に関して 「中立」 を維持しようとし

たことを意味する。 実際、チリ政府は、ワスカル

号に対して、最低限必要な水と食料以外の、武器

や燃料を積み込むことは許されず、 24 時間以上、

チリの領海にとどまってはならないと通告してい

る 105。 チリ政府は、ワスカル号にも 、 ペル一政府

にも積極的な支援を与えないという姿勢を示した

のであり 、 チリ政府が、こ の争いを 「内戦」 であ

ると考え、この内戦に巻き込まれることを嫌った

ことは、ほぼ確実である。

以上の分析は、カルリスタ戦争において、正統

政府の要請に第三国が従うことが、正統政府への

支持を意味するとされていたことと、 整合的に説

明できる。 ワスカル号事件で、仮にチリ政府が、

特別な事情もないのにワスカル号を海賊として攻

撃すれば、名目は海賊取締であっ て も、結果的に

は反乱を鎮圧する側に荷担したことになり、内戦

に関して 「中立」である とは言えなくなる。 チリ

政府は、ワスカル号を海賊として扱わないと宣言

することで、同時に、ワスカル号の反乱が 「内

戦」 であること、および、その内戦に介入しない

ことを表明したのであり、 実際に、 ペル一政府も

そのように理解したのである。 このことから考え

ると、カルリスタ戦争の際に、イギリ ス政府など

が反乱団体を海賊としては扱わなかったのも、反

乱を鎮圧する fj[リに荷担することを回避し、 内戦に

対する中立の姿勢を示そうとしたからであると理

解される。 モンテスマ号事件でのブラジル政府の

対応も、同様の目的に基づいていたと理解するこ

とに、 差 し支えはなかろう 。

続いて、イギリスの対応を分析する。 ワスカル

号を追跡したホーシー海軍少将は、政府に提出し

た報告書－において、 （ 1 ） ワスカル号が合法な委任

状を受け取っていなかったこと、 （2) し、かなる政

府にも忠誠を誓っていなかったこと、 （3）ペル一

政府がワスカル号の行為について責任を放棄した

こと、という 3点を挙げて、ワスカル号自身が責

任を負 うべき事例であると述べる。 結論として、

この事件は反乱を起こした船舶が海賊行為を行っ

た事例であり、自らの行為はペル一政府の利菰を

損なわなかったと述べて、 彼は自らの行為を正当

化 した 1 060 

この件に関して諮問を受けた j法務官は、ホー

シー海軍少将の主張を受け入れつつ、ワスカル

号が海賊であるかは明言しなかった 107。 また、

イギリスの下院において、 法務総裁（Attorney
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General）は、以下のように論じた。 日く、ワス

カル号は交戦主体ではなく、強盗である。叛徒が

中立国船舶に対して公海上で一定の行為を行うの

であれば、彼らは政府のような組織を持っていな

ければならなし、。 しかし、 実際には、そのような

組織は存在しない 1 08。

イギリスでは、法務官の対応について若干の疑

問は残るにしても、この事件は海賊として処理さ

れたと言えよう。ただし、その根拠は、ワスカル

号が第三国を攻撃したという点にではなく、その

行為に関して、 ペル一政府も、その他のし、かなる

政治組織も責任を負わないという点に求められて

いる。 つまり、ワスカル号の行為は、政治組織の

ために行われた交戦活動ではなく 、 「私的目的」

による略奪 ・ 暴力行為として理解されたのであ

る。

(4） アンブローズ・ライ卜号事件

最後に、半IJ例分析でも取り上げた、アンブロー

ズ ・ ライト号事件（ 1 885 年〉を検討する。 コロ

ンビアの反乱団体に協力していたアンブローズ ．

ライト号が、公海上で米国の軍般に牟捕された事

件である。 事件の詳細について、ここでは繰り返

さな L 、。 こちらでは、この事件に関連する米国政

府の対応を分析する。

事件が発生する以前、米国のベアー ド国務長官

は、コロンビアの大臣に宛てた書簡の中で、 コロ

ンビアの圏内法で反乱団体が海賊として扱われて

いたとしても、それだけでは、彼らが国際法上の

海賊であるかどうかは決まらず、こ の判断は、個

別の事例に関してなされるべきであると主張し

fこ 10\

ベアー ドは、アンブローズ ・ ライト号の牟捕に

も批判的である。 ベアー ドは海軍長官に宛てた書

簡で、海賊行為は、（ I ）「ー窃盗意思」によって行

われ、 （2）船舶の国籍に無関係の敵意が存在しな

ければならないので、一国だけを攻撃する意図で

行われた攻撃は海賊行為ではないと主張し、海軍

によるアンブロ ー ズ ・ ライト号の牟捕を批判し
た 1100

以上から、ベアードが、反乱団体は原則として

海賊として扱われるべきではなく、アンブロ ー

ズ ・ ライ ト号も海賊ではないと考えていたことは

確かである。 この事例では、第三国に被害を与え

なかった反乱団体の船舶が問題となったが、ベ

アードは、「窃資意思」と「無差別性」 が欠如し

ているという理由で、 アンプローズ ・ ライト号を

海賊として扱うべきではないと論じたのである。

同時に、米国政府がこのような立場を採用した

背景には、政策的な側面もあった。 ベア ー ドは、

反乱団体と海肢の関係について、 「 L 、かなる 中立

国も、コ ロ ンビア政府によって示されている立場

を採用することはできない」 Ill と述べる。 ここで

べアードは、米国が「中立国」であると認識して

おり、そのことは、米国がコ ロ ンピアでの反乱を

「内戦」 と見なした｜：で、その内戦に関して 「中

立」 の立場を維持しようとしたことを意味する。

すでに論じたように、反乱団体を海賊として扱う

ことは、結果的に、内戦に介入することを窓l床し

ており 、 「中立」の方針に反する。 それゆえ、コ

ロンビアの反乱団体を海賊として抜わないという

べアードの対応は、米国が「中立国」 であること

の帰結であり 、 モンテスマ号事件におけるブラジ

ル、 カルリスタ i政争におけるイギリス、ワスカル

号事件におけるペルーの対応と同様の目的を有し

ていたと評f而できる。

3-2-2. 小括

1 9世紀後半の国家実行では、内戦の当事国の

正統政府が、第三国に対して、 反乱団体の船舶を

海賊として扱い、 処罰することを要求した際に、

それに対する第三国の対応に関連して、 反乱団体

と海賊の関係が問題となった。 第三国は、自国民

が被害を受けるなどの事情がない限り、正統政府

の要請にもかかわらず、反乱団体を海賊として扱

うことを回避する一方で、自国船舶が被害を受け

た際には、自国民を保護する ための措置を執る と

いう姿勢を示した。

このような国家実行について考える上で問題と
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なるのは、第三国が当事国の要請に従わなくてよ

い理由である。 この点は、国際法上の海賊と国内

法上の海賊の違いによって説明できる。 確かに、

正統政府が反乱団体の船舶を 「海賊」 として扱っ

ている以上、少な く とも 当事国の圏内法におい

て、その船舶は 「海賊」 である。 しかし、先に述

べたように、ある国の国内法で規定された 「海賊」

が、常に国際法上の海賊と一致しているわけでは

な L 、。 国際法上の海賊は、圏内法ではなく、国際

法によって決定されるからである。 つまり、当事

国が反乱団体の船舶を「海賊」 として扱っている

という事実は、必ずしも、その船舶が国際法上の

海賊であることを意味しない。 それゆえ第三国

は、反乱団体の船舶が国際法上の海賊であるか否

かを、 当事国の要請とは無関係に判断できるので

ある。

それでは、なぜ第三国は、反乱団体を海賊とし

て扱わなかったのであろうか。 管轄権の行使が義

務でない以上、 海賊であることを認めた上で、管

轄権を行使しないという対応も考えられたはずで

ある （この場合でも、反乱団体の船舶に管轄権を

行使しないという結果は同じである ）。 にもかか

わらず、国家実行において、反乱団体の行為は海

賊行為ではないと哩解された。 その理由として

は、以下で見るように、法的な理由と政策的な理

由があったと考えられる。

第 l に、反乱団体と j削減の区別に関する法的な

理由を見る。 ワスカル号事件で、チリ政府とイギ

リス政府は 「私的目的」 を考慮、した。 モンテスマ

号事件で、 ブラジル政府は 「私的目的」 と「無差

別性」 を論じている。 また、アンブロ ーズ ・ ライ

ト号事件において、ベアードは「窃盗意思」 と「無

差別性」 に言及した。 各国政府は、国際法上の海

賊行為に対する一定の理解を前提として、このよ

うな特徴を持たない反乱団体の交戦活動を、 海賊

行為と区別した。

それでは、国家実行と学説を比較したとき、何

が言えるであろうか。 特に、 学説において見解が

分かれた、「無差別性」 が海賊行為の要件である

かという点について、国家実行が何らかの手がか

りを与えているかが問題である。

上述のように、複数の国家実行において 「無差

別性」 が論じられていたことは確かである。 しか

し、それをもって、 学説の多数派の見解が適切で

あるとは言い切れなし 、。 というのも、第三国船舶

に対する侵害行為を一般的に海賊行為として扱う

のが多数説であるが、国家実行をこのように理解

できるかについて、 疑問が残るからである。 例え

は、カルリスタ戦争において、確かにイギリス政

府は、 自国船舶への侵害行為が海賊行為であると

考えていた。 しかし、ここで言う「海賊行為」 が、

国際法上の海賊行為であるのか、国内法上の海賊

行為であるのかは不明であるという問題がある。

後者の可能性が否定されない以上、イギリス政府

の見解を、第三国船舶に対する侵害行為は一般的

に国際法上の海賊行為であるという議論の根拠と

して用いることはできない。 また、第三国船舶に

対する侵害行為が海賊行為として扱われたワスカ

ル号事件でも、イギリス政府は、もっ ぱ ら 「私的

目的」 を論じてお り 、 第三国船舶に対する侵害行

為が一般的に海賊行為であると主張しているわけ

ではない。 それゆえ、国家実行に照らして、多数

説が正しいと結論できるほどの証拠もない。

要するに、国家実行の分析ーから、第三国船舶に

対する侵害行為は一般的に海賊行為であるか、「無

差別性」は海賊行為の要件であるか、という点に

ついて、明確な解答を示すことはできな L 、。 ここ

では、国家実行において指摘された海賊行為の要

件が、学説で論じられたものと共通していたとい

う事実を指摘するにととめる。

第2 に、第三国がこのような対応を示した政策

的な理由を見る。 多くの国家実行において、第三

国は、自国の利益が侵害されない限り、反乱団体

の船舶に介入することを望まなかった。 カルリス

タ戦争の際、イギリスの法務官は、反乱団体を海

賊として扱うことが正統政府への支援を意味する

と指摘した。 また、アンプローズ ・ ライト号事件

の背景となったコロンビアでの内戦に関して、米
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国が反乱団体の船舶を海賊として扱わなかった理

由は、米国がこの内戦に関して 「中立」 を維持し

ようとしたからである。 こうした実行から考える

と、他国での内戦に巻き込まれることを望まない

国家は、反乱団体の船舶を海賊として扱わないこ

とで、 正統政府、反乱団体のいずれかと対立する

ことを回避し、内戦に関して中立の立場を表明し

たと理解することが可能である。

この点に、第三国が反乱団体を海賊として扱わ

ないという対応の政策的な意味があると考えられ

る。 すなわち、第三国が反乱団体の行為を海賊行

為として扱った場合、第三国にとって、その行為

は単なる犯罪である。 しかし、海賊行為であるこ

とが否定された場合、第三国は、その行為を犯罪

ではな く 、内戦における交戦活動であると評価し

たことになる。 このことは、 ワスカル号事件にお

いて、ワスカル号を海賊として扱わなかったチリ

政府の対応が、ペル一政府によって、「内戦」に

対する「中立」 を表明したものとして非難されて

いることから読み取れる。 ペル一政府にとって、

ワスカル号の反乱は「海賊行為」 という犯罪で

あったが、チリ政府はその判断を共有せず、これ

を「内戦」 であると考えた。 このように、当事国

の要請に従わないことで、 第三国は、 当事国にお

いて内戦が発生しているという認識を明示し、同

時に、その内戦に関して「中立」であることを示

したと考えられる。

他国の内戦に関して中立の立場を維持しよう

とする国家が、反乱団体と海賊を区別すること

によって自国の立場を表明し、反乱団体の船舶

への介入を控えたという本稿の理解は、当時の学

説が示唆するところによって、裏付けが可能であ

る 。 プラディエ ・ フォデレは、政府と反乱団体の

戦いに参加しないことを示すために、第三国は反

乱団体の船舶への介入を差 し控えたのであり、当

事国の政府が彼らを海賊として扱っているという

だけでは、内戦に関心を持たない第三国が反乱団

体の船舶を海賊として扱う必要はないと説明して

いる 112。 またぺ レルスも、 「干渉意図のない国家

(puissances non int巴rvenantes）の軍艦の司令官は、

海上の平和に対する犯罪的な侵害が行われない限

り 、 国際法上は、 〔反乱団体の〕 船舶を海賊とし

て扱う理由を持たない」 113 と論じ、反乱団体を海

賊として扱わないという対応が、他国の内戦に巻

き込まれることを望まない第三国の対応であるこ

とを示唆している。 このように、当時の学説も、

反乱団体と海賊の関係をめぐる法的議論が、内戦

に関する中立という国家実行上の問題と関連して

いたことを、認識していたのである。

3-3. 小括

以上で、判例と国家実行における反乱団体と海

賊の関係についての検討を終える。 反乱団体の行

為と海賊行為の区別が、当時の判例 ・ 国家実行に

おいて重要な意味を有していたことは、以上の検

討から明らかである。 その際、この両者を区別す

る理論的な説明は、学説と共通していたと言え

る 。

上述のように、 第三国船舶に対する攻撃が常に

？削減行為であるか、すなわち「無差別性」が海賊

行為の要件であるかについて、 学説は分かれてい

る。 多数の判例と国家実行において 「無差別性」

が言及されていることは明らかであるが、 「無差

別性」 が絶対的に必要な要件であったかについて

は、不明な点が多 L 、。 「無差別性」 については、

今後の研究が必要である。

このような問題は残るとしても、「私的目的」「無

差別性」 が、反乱団体と海賊の関係を論じる上

で頻繁に論じられていたことは確かである。 した

がって、 これらの要件が、海賊行為の定義を論じ

る上で、考察の対象とすべき重要な要素であるこ

とは指摘できるであろう 。

4. 結論

(I) 19世紀後半から 20世紀初期の国際法学に

おいて、 「私的目的」 とは、個人的な欲望や復讐

心を満たすという、行為者の 「目的」 を意味して
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おり、このような意味における「目的」 が海賊行

為の要件とされていた。 反乱団体と海賊を区別す

るという文脈において行為が「私的目的」 で行わ

れているかどうかは、 反乱団体の行為の性質に

よって判断された。 具体的には、反乱団体のため

に活動する船舶が反乱を支援する交戦活動に従事

している限り、その行為の目的は、反乱を支援す

るという「政治的目的」 であると評価され、こう

した行為は海賊行為とは異質であると考えられ

た。 その理性l は、反乱団体の交戦活動を海賊行

為として扱うことは反乱団体に対する扱いとし

て 「不条理」 であり、また、戦争法によって規律

される交戦活動とそのような規律に服さない海賊

行ー為は本質的に異なる 、 という点に求められてい

た。 これに対して、反乱と無関係な略奪 ・ 暴力行

為の場合、 その行為の目的は、個人的な欲望や復

讐心を満足するという 「私的目的」 であると評価

され、これらの行為を海賊行為と区別する理由は

ないと考えられたのである。

他方で、 当時の議論では、「私的目的」以外に

も海賊行為の要件が存在することが指摘されてお

り 、 それが 「無差5J IJ·I生」 であった。すなわち、 当

時の多数説において、第三国船舶に対する侵害行

為は、その行為の性質にかかわらず、海上交通の

安全を侵害する行為とされ、 そのことを理由に、

海賊行為として扱われた。 このように、 反乱団体

と海賊の関係を論じる上で、 「私的目的」 と並ん

で 「無差別性」 が、両者を区別する基準を提供し

ていたのである。

(2）最後に、ここまでの議論を踏まえて、現在

の 「私的目的」 解釈を簡単に検討する。 とはし、ぇ、

本稿の考察は、公海条約、海洋法条約を分析して

いないなど、不十分な点も多L 、。 したがって、以

下の記述は、 本稿の観点から現在の学説を整理し

た上で今後の課題を示すものにとどまる。

まず、行為者意図説であるが、こ の議論は、か

つての議論の枠組みの外にあると考えられる。 こ

の説で、 どのような主張が 「政治的J とされるか

について疑問は残るものの、 宗教や民族といった

例が挙げられていることから、反乱団体の交戦活

動に限らず、多様な政治的主張を掲げた行為を、

「政治的目 的」 の行為として、 海賊行為と区別し

ていると考えられる。 しかし、 20世紀初頭まで

の議論において、 「政治的 目的」 の行為とは、交

戦活動という特定の行為を意味 していた。 そこで

は、反乱団体の交戦活動と海賊行為の区別の必要

性や区別の理由は論じられていたが、その他の政

治的主張を掲げた行為を一般的に海賊行為と区別

する必要があると論じられていたわけではない。

したがって、行為者意図説に関して最初に示 し

た疑問点（「私的目的」 の判断基準、 「政治的」 と

される主張の範囲、 「政治的」 行為と海賊行為を

区別する理由〉 について、 本稿の分析は解答を提

示できなし、。 それゆえ、これらを論証することが、

行為者意図説の課題である。

それでは、 現在の行為性質説は、 どのように評

価すべきか。 反乱団体の行為と海賊行為を区別す

る基準は行為の性質であるというオコンネル等の

議論は、 本稿の分析結果と一致する。 ただし、行

為の性質から判断するとしても、今度は、 いかな

る行為が海賊行為の性質を有するのかという問題

が生じる。 交戦活動と海賊行為を区別するとい

う 「私的目的」要件の趣旨から考えて、国家や反

乱団体による交戦活動、あるいは国家による海上

警察権の行使のよう に、政治組織の指揮下で、 一

定の規律に従って行われる行為が「私的目的」 の

行為ではないと言うことは可能であろうが、それ

以外の私人の行為がすべて「私的目的」 要件を満

たすと考えて良いかは別問題である。 かつての議

論で示されていたのは、 交戦活動と海賊行為の区

別だけであり、この議論から、それ以外の私人の

行為を常に海賊行為として扱うべきであるという

結論が直接に導かれるわけではなし、。 この点、森

田は海上交通の一般的安全を侵害する行為が 「私

的目的」 の行為であると論じており、 注目され

る。 しかし、本稿の分析から、直接にこのような

解釈が導けるわけでもな L 、。 というのも、反乱団

体の交戦活動が第三国船舶に向けられた場合につ
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いて、 1 9世紀後半から 20世紀初頭までの多数説 とか ら、海洋法条約の解釈において「無差別性」

と、森田の理解は異なるからである。 すなわち、

本稿の理解によれば、「無差別性」に言及する当

時の多数説は、クレト ・ ア ・ ピエロ号事件に対す

るフォ ー シーユの評価に典型的に示されるよう

に、本国政府を支援する船舶に危害を加える場合

を含め、第三国船舶に向けられるあらゆる侵害行

為を、海上交通にとって危険な行為であると理解

していたのに対し、森田が 「反乱団体が戦争法に

従って中立船舶の捕獲をおこなう場合」 は「私的

目的」ではないと論じるとき、森田はこうした行

為が海上交通の一般的安全を侵害しない行為であ

ると理解しているように思われる。 したがって、

森田のような解釈が可能であるかについては、今

後、検討の必要があろう 。

以上が、 「私的目的J に関する学説の整理と今

後の課題である。 ところで、本稿で見たよ うに、

反乱団体と海賊の関係をめぐる過去の議論では、

「私的目的」以外に、海賊行為の要件として「無

差別性」を論じる見解が有力であ った。 海洋法条

約においてこのような要件は明文化されておら

ず、その解釈において、この要件を考慮、できるか

は不明である。 しかし森田説のように、現在でも

「無差別性」の存在を示唆する議論が見られるこ

を考慮することが排除されているわけではないよ

うに思われる。 この疑問を解明するには、公海条

約や海洋法条約を詳細に検討する必要があり、今

後の検討課題である。 また本稿では、歴史的に、

海賊行為が 「私的目的」で行われ、海上交通の一

般的安全を害する行為であると理解されていたと

いう点を指摘したが、 「私的目的j 「無差別性」が

海賊行為の要件であると考えられるようになった

理由を解明したわけではない。つまり、交戦活動

と海賊行為を区別すべき理由は何か、あるいは、

海賊行為が海上交通の一般的安全を害する行為で

なければならない理由はどこにあるのか、といっ

た点について、本稿は立ち入っていなし、。 この点

についても、今後の検討が必要であると思われ

る。

以上のように、 今後解決すべき問題は、 多岐に

わたる。 本文でも触れたように、海賊は、海洋の

秩序を脅かす存在であると言われる。 であるなら

ば、海賊を論じることは、海賊取締によって守ら

れるとされる、海洋の秩序を論じることでもあ

る。 このような推論が妥当であるならば、海賊に

関する考察は、現代の海洋法にとって、 重要な意

義を持つように思われるのである。
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